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税務訴訟資料 第２６１号－６０（順号１１６５０） 

大阪地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号、平成●●年（○○）第●●号 法人税更正処分取消

等請求事件 

国側当事者・国（東淀川税務署長） 

平成２３年３月２４日棄却・控訴 

 

判 決 

甲事件原告       Ａ株式会社 

同代表者代表取締役   甲 

乙事件原告       Ｂ株式会社 

同代表者代表取締役   乙 

原告ら訴訟代理人弁護士 西村 健 

被告          国 

代表者法務大臣     江田 五月 

処分行政庁       東淀川税務署長 

            小西 弘之 

指定代理人       曽祗 信幸 

同           杉浦 弘浩 

同           松帆 芳和 

同           横林 史郎 

同           小松原 賞博 

同           杉本 則章 

同           川田 芳嗣 

 

主 文 

１ 原告らの請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告らの負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

１ 甲事件 

(1) 処分行政庁が甲事件原告に対し平成元年１１月６日付けでした昭和６０年４月１日から昭

和６１年３月３１日までの事業年度の法人税の更正処分のうち所得金額１１８９万６７８４

円、納付すべき税額２８９万５８００円を超える部分及び重加算税賦課決定処分を取り消す。 

(2) 処分行政庁が甲事件原告に対し平成元年１１月６日付けでした昭和６１年４月１日から昭

和６２年３月３１日までの事業年度の法人税の更正処分のうち所得金額１４８６万５０３１

円、納付すべき税額４０４万８１００円を超える部分及び重加算税賦課決定処分を取り消す。 

(3) 処分行政庁が甲事件原告に対し平成元年１１月６日付けでした昭和６２年４月１日から昭

和６３年３月３１日までの事業年度の法人税の更正処分のうち欠損金額１７５９万６９１６
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円、納付すべき税額２７１８万４３００円を超える部分及び重加算税賦課決定処分を取り消す。 

(4) 処分行政庁が甲事件原告に対し平成元年１１月６日付けでした昭和６３年４月１日から平

成元年３月３１日までの事業年度の法人税の更正処分のうち所得金額２２３０万９４３４円、

納付すべき税額７８１万９５００円を超える部分及び重加算税賦課決定処分を取り消す。 

２ 乙事件 

(1) 処分行政庁が乙事件原告に対し平成元年１１月６日付けでした昭和６０年１０月１日から

昭和６１年９月３０日までの事業年度の法人税の更正処分のうち所得金額１０９１万０７０

４円、納付すべき税額３３９万６７００円を超える部分及び重加算税賦課決定処分（ただし、

いずれの処分についても、国税不服審判所が平成２０年１２月１０日付でした決定により一部

取り消された後のもの）を取り消す。 

(2) 処分行政庁が乙事件原告に対し平成元年１１月６日付けでした昭和６１年１０月１日から

昭和６２年９月３０日までの事業年度の法人税の更正処分のうち所得金額１２３０万５１９

６円、納付すべき税額３１３万８６００円を超える部分及び重加算税賦課決定処分を取り消す。 

(3) 処分行政庁が乙事件原告に対し平成元年１１月６日付けでした昭和６２年１０月１日から

昭和６３年９月３０日までの事業年度の法人税の更正処分のうち所得金額３５８８万３１９

３円、納付すべき税額１３９１万７８００円を超える部分及び重加算税賦課決定処分を取り消

す。 

第２ 事案の概要 

 本件は、甲事件原告（以下「原告Ａ」という。）の昭和６０年４月１日から昭和６１年３月３１

日までの事業年度（以下「昭和６１年３月期」といい、他の事業年度についても同じようにいう。）

及び昭和６２年３月期から平成元年３月期までの各事業年度（以下「本件Ａ各事業年度」という。）

の法人税、乙事件原告（以下「原告Ｂ」という。）の昭和６１年９月期から昭和６３年９月期まで

の各事業年度（以下「本件Ｂ各事業年度」といい、本件Ａ各事業年度と併せて「本件各事業年度」

という。）の法人税について、原告らが処分行政庁からそれぞれ更正処分を受け、さらに、重加算

税の賦課決定処分を受けたことから、これらの各処分（ただし、原告Ｂの昭和６１年９月期に係る

更正処分及び重加算税の賦課決定処分については、国税不服審判所が平成２０年１２月１０日付け

でした決定により一部取り消された後のもの）の取消しを求める事案である（以下、原告らに対す

る上記各更正処分を併せて「本件各更正処分」、原告らに対する上記重加算税の各賦課決定処分を

併せて「本件各賦課決定処分」といい、これらを併せて「本件各処分」という。）。 

１ 前提事実（争いがないか、証拠（各項括弧内に掲記）及び弁論の全趣旨により容易に認められ

る事実。なお、証拠番号は特記しない限り枝番を含む。） 

(1) 当事者（甲３（２０頁から２３頁）及び弁論の全趣旨） 

ア 本件各事業年度当時、原告Ａは、原毛皮及び毛皮製品の輸入及び仕入れ等を業としていた

株式会社であり、原告Ｂは、主として毛皮製品等の加工、販売を業としていた株式会社であ

る。 

イ 原告Ａは、登記簿上は大阪市を本店所在地としていたが、実際には、原告Ｂの本店所在地

である大阪市所在の「Ａビル」（以下「Ａビル」という。）の９階に事務所を置き、そこで営

業活動を行っていた。 

ウ 本件各事業年度当時、原告Ａの代表取締役は丙、監査役はＡ部長の肩書を有する丁であっ

た。従業員としては、丙の妻で経理担当者の戊、コンピューター・オペレーション担当であ
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るＣ等がおり、合わせて５名程度を雇用していた。 

 また、本件各事業年度当時、原告Ｂの代表取締役は丙の実弟であるＤであり、そのほかに

８名程度の従業員を雇用していたが、Ｄは原告Ｂの代表者としての実権を有しておらず、原

告Ａの代表者である丙が原告Ｂの業務全般を統括していた。 

 原告らの従業員らは、原告Ａ又は原告Ｂのいずれか一方に雇用されていたが、実際上は両

社の仕事に区別なく携わっており、従業員らの意識の上でも、原告らは一体として事業を行

っていた。 

エ 原告らには、おおむね仕入部門、加工・外注部門、営業部門及び経理部門の４つの部門が

存在し、丁が仕入部門及び加工・外注部門、Ｄが営業部門、戊が経理部門の各責任者の立場

にあった。 

オ 原告らの基本的な業務の流れは、原告Ａが原毛皮、毛皮製品等を国内外から仕入れ、一部

加工した上で、これを原告Ｂに販売し、原告Ｂが毛皮原材料を製品加工するなどした上、毛

皮製品等を国内の各販売先に販売するというものである。 

(2) 法人税の申告等（争いがない） 

ア 原告Ａが本件Ａ各事業年度の法人税についてした確定申告、処分行政庁がした各更正処分

及び重加算税の各賦課決定処分、並びに国税不服審判所長がした審査決定の経緯は、別表１

－１記載のとおりである。 

イ 原告Ｂが、本件Ｂ各事業年度の法人税についてした確定申告、処分行政庁がした各更正処

分及び重加算税の各賦課決定処分、並びに国税不服審判所長がした審査決定の経緯は、別表

１－２記載のとおりである。 

(3) 刑事事件（争いがない） 

ア 大阪国税局査察部（以下「査察部」という。）は、昭和６３年７月４日に原告Ａに対する

査察調査に、平成元年９月２１日に原告Ｂに対する査察調査（以下、原告らに対する査察調

査を併せて「本件査察調査」という。）に、それぞれ着手し、その調査結果等を踏まえ、大

阪地方検察庁検察官に対し、法人税法違反の嫌疑で原告ら及び丙を告発し、同庁検察官は、

平成元年１０月３１日、原告ら及びⓄを大阪地方裁判所に起訴した。 

イ 大阪地方裁判所は、平成１２年３月２３日、法人税法違反の罪により、原告Ａを罰金８０

００万円、原告Ｂを罰金６０００万円、丙を懲役２年に処する旨の判決（以下「本件刑事判

決」といい、本件刑事判決に係る刑事事件を「本件刑事事件」という。）を言い渡し、同判

決は、控訴及び上告を経て、平成１８年７月２１日に確定した。 

(4) 本件訴えの提起 

 原告らは、平成２１年１月１３日、本件訴えを提起した（顕著な事実）。 

２ 本件各処分の根拠 

 被告が主張する本件各事業年度の法人税に係る原告らの所得金額及び納付すべき税額並びに

重加算税の額並びにその計算根拠は、別紙「被告主張の推計方法の概要及び本件各処分の根拠」

記載のとおりである。 

３ 本件の争点 

 被告主張の上記２の課税根拠のうち、争いがあるのは、原告らの売上総利益の額、貸倒損失の

損金算入の可否及び本件各賦課決定処分の適法性であり、具体的には以下のとおりである。 

(1) 推計課税の必要性 
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(2) 被告主張の推計方法の合理性 

(3) 原告ら主張の推計方法との合理性の比較 

(4) 原告Ａに係る貸倒損失等の損金の額への算入の可否 

(5) 原告Ｂに係る貸倒損失等の損金の額への算入の可否（上記(4)の予備的主張） 

(6) 本件各賦課決定処分の適法性 

４ 争点に係る当事者の主張 

(1) 争点(1)（推計課税の必要性）について 

（被告の主張） 

 原告らは実質的には一体の組織であった上、原告らの公表経理に基づいて、本件各事業年度

の売上高及び売上原価を原告ら個別に実額で算定することは不可能であり、原告ら個別の所得

を推計によって算定する必要性があった。 

（原告らの主張） 

 被告の主張は争う。 

(2) 争点(2)（被告主張の推計方法の合理性）について 

（被告の主張） 

ア 原告らのコンピューターによる在庫商品の管理及び売上げ等の管理の概要 

(ア) 原告らは、在庫商品の管理及び売上げ等の管理を原告らの区別なく１台のコンピュー

ターによって処理しており、個々の商品にコンピューターで９桁の数字からなる品番を割

り振るとともに、この品番とバーコードが印刷された商品タグを付け、加工や売上げ等取

引の都度バーコードを読み込んで当該商品データを呼び出し、取引の内容等を入力するな

どして、商品管理を行っていた。 

(イ) 原告らが使用していた在庫商品及び売上げに関するデータ・ファイル（以下、在庫商

品に関するデータ・ファイルを「在庫ファイル」といい、売上げに関するデータ・ファイ

ルを「売上ファイル」という。）には、個々の商品ごとに、品番、品名、仕入先、仕入年

月日、売上先、売上年月日、売上金額等のデータに加え、原告らにおいて純コストと呼ば

れる金額のデータが入力、保存されていた。 

(ウ) 純コストは、個々の商品ごとに仕入れや加工取引の際に入力される原材料費及び加工

賃等の合計金額であり、主として、仕入部門及び加工・外注部門の責任者として、その全

般を管理する立場にあった丁が直接又は担当者を介して、次のように入力していた。 

ａ 国内仕入れの場合には、原毛皮及び毛皮商品の仕入価格がそのまま純コストとして入

力され、一方、輸入仕入れの場合には、インボイス記載の原価、運賃、保険料、関税、

通関費用及び金利等をコンピューター入力時の仕入時点での為替相場で円換算して計

算した金額が入力されていた。 

ｂ 外注加工に係る純コストの内容は、加工の前後で商品の形や数量等が変わるか否かで

異なっていた。すなわち、①加工の前後で商品の形、数量等が変わる場合には、主に丁

が、原則として元の原毛皮等の純コストに外注費を加えた金額を入力していた。ただし、

原告らが縫製加工の外注加工先に加工用の生地、副資材又は部品類等を供給する場合に

は、原告らがこれらをそれぞれ売り上げた形にし、その代金を各外注加工先から請求さ

れる加工賃と相殺する処理を行っていた。一方、②加工の前後で商品の形や数量が変わ

らない場合には、丁や他の従業員が、元の金額に当該加工賃を加算した金額を入力して
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いた。 

ｃ ただし、以下のとおり、丁等の行う入力内容には、仕入代金及び外注費の調整並びに

架空計上等が含まれていた。 

(a) 丁は、輸入仕入れに係る商品の一部につき、一時期、「Ｅ」名による架空の外注加

工先を設け、そこに加工を外注したかのような形式をとって、元の純コスト（仕入代

金及び輸入諸費用の合計金額）に３パーセント相当金額を加算する処理を行ったこと

があった。もっとも、上記外注費の計上は、単なる架空計上ではなく、買掛明細書に

よって毎月の輸入仕入れの状況をほぼ正確に把握していた丁が、その経験上、輸入商

品について仕入代金及び輸入諸費用以外にいわゆる間接経費が生じてくることを把

握していたものの、これが純コストに反映されないことを考慮し、上記間接経費を純

コストに反映させるべく行ったものであった。 

(b) 原告らは、自社加工場で縫製した毛皮商品について、「Ｆ」、「Ｇ」及び「Ｈ」（以

下、ＧとＨを併せて「Ｇ等」という。）名の架空の外注加工先を設け、実際に外注加

工を行った場合とほぼ同様の形式で加工に係る入出庫の入力処理をしていた。 

 このうち、Ｆに対する加工賃として入力されていた金額は、自社加工場の外国人職

人に対して実際に支払われていた報酬金額と同額であったが、Ｇ等に対するものとし

て入力された金額は、全く支払の事実がない架空外注費であった。 

(c) そのほか、丁は、①仕入れ及び外注関係の費用を各商品の純コストに反映させる

目的で、縫製加工を委託した場合に納品書等に記載のある加工賃及び原材料の合計金

額に５０００円程度を上乗せしたり、金額を切り上げたりするなどして純コストとし

て入力する、②商品の入荷後に検品してそのランク付けを行い、仕入価格等の１０パ

ーセントから２０パーセントまでの範囲で、上級品について純コストを加算し、低級

品について減額するとの調整をする、③売行きの悪い商品がある場合、その商品の純

コストを１０パーセントから３０パーセントまでの範囲で引き下げ、その分を他の売

行きのよい商品に上乗せする、④品質が悪いか抱き合せで無理に購入させられた商品

で売れることが期待できないものの純コストを零円として、他の売行きの良い商品の

原価に上乗せする、⑤外注加工先から不良品が返納された場合、加工後の製品搬入時

の入力等の際に、不良品を除いた数量で元の仕入原価を除することによって、不良品

の仕入原価を他の商品の純コストに折り込む処理をする、以上のような方法で純コス

トの調整を行っていた。なお、丁は、上記②から④までの方法により純コストの調整

をする場合には、上乗せする金額と減額する金額とを同額とし、全体の純コストの金

額が変わらないように調整していた。 

(エ) 上記(ア)、(イ)の販売管理システムを用いて作成される年間実績表には、原告らの売

上高、売上高から純コストを差し引いて算定される利益、並びに現金での売上入金、手形

での売上入金及びその他の入金の各金額につき、各月の合計額及び４月から出力日までの

合計額が記載されていた。 

(オ) 本件査察調査において押収された本件各事業年度の年間実績表のうち、昭和６２年３

月期以降のものについては、利益として本来記載されるべき金額の２分の１の金額が記載

されていた。そのため、査察部は、本件査察調査時に、昭和６２年３月期以降のものにつ

いては、利益の金額が正しく記載されるようにプログラムを修正した上で、改めて年間実
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績表を作成している（以下、プログラム修正前の年間実績表と修正後のそれとを特に区別

するときは、前者を「押収年間実績表」、後者を「復元年間実績表」という。）。 

 なお、押収年間実績表と復元年間実績表記載の各データは、昭和６３年３月分の売上げ

のみ、前者が後者を３０００万円下回っているところ、その原因は、昭和６３年３月３１

日に、年間実績表（押収年間実績表）を出力し、その後、合計３０００万円を売り上げた

旨の架空の売上入力をしたところ、復元年間実績表の売上高に上記架空入力分が計上され、

合計３０００万円分の差が生じたことによるものである。 

イ 原告ら合算での売上総利益を算出し、これを２分の１ずつ案分して原告ら個々の金額を算

定したことの合理性 

 原告らの売上高及び売上原価の管理は、渾然一体のものであったが、原告らの対外的な取

引は全て上記アのコンピューター・システムに入力されており、原告ら合算であれば、売上

高及び売上原価を算定することが可能であった。 

 したがって、原告ら合算での売上総利益を原告らで案分して個々の金額を推計することに

は合理性がある。そして、原告ら合算で算定された売上総利益の帰属割合に差を設けるべき

特段の事情が認められない以上、その帰属割合を２分の１とすることにも合理性がある。 

ウ 原告ら合算での売上高の算定の合理性 

 年間実績表には、原告ら合算での売上高がほぼ正確に記録されており、処分行政庁が押収

年間実績表記載の売上高を原告らの売上高としたことは合理的である。なお、押収年間実績

表を用いたのは、前記イ(オ)のとおり、復元年間実績表には、昭和６３年３月３１日に計３

０００万円の架空売上が計上されているためである。 

エ 原告らの売上原価の算定の合理性 

(ア) 年間実績表上の純コストの金額は、対応する期間内に売り上げられた個々の商品の純

コストの総額がほぼ正確に反映されたものであるから、個々の商品について入力された純

コストの総額に売上原価を構成すべき費用が集積されていれば、純コストの総額をもって

売上原価とすることについて合理性があるということができる。 

(イ) 純コストには、原則として、仕入時には輸入諸費用を含む仕入価格が、加工後の製品

を外注加工先から搬入する時には外注加工賃がそれぞれ入力されていたものであるが、こ

れを売上原価とすることの問題点としては、①売上原価と認めるべき費用の中には、デザ

イナー企画料等個々の商品の仕入れから加工等への動きと連動しておらず、商品一点当た

りの金額を正確に算定することが困難又は著しく煩雑な費用も含まれるものと考えられ

るところ、これらの費用につき純コストに反映されていない可能性がある点、②前記イ

(ウ)で述べた丁による純コストの金額の調整の結果、個々の商品の純コストと本来の原価

が対応しないものが生ずる可能性がある点が挙げられる。 

 しかしながら、丁は、輸入仕入れの際に生じる間接経費、自社内での加工に係る加工賃、

仕入れ及び外注加工に係る費用等、売上原価を構成するものの当然には純コストに反映さ

れない費用を純コストに反映させることを目的として純コストの調整を行っていたもの

であり、そのことからすると、丁は、個々の商品の純コストを入力するに際し、単純に仕

入価格及び外注加工賃を入力するだけでなく、それ以外の原価を構成すべき間接経費も純

コストに反映させるよう努めていたものと推認できる。そして、丁は、純コストを調整す

る場合でも、加減算の額を同額とすることで全体の純コストの額が調整の前後で変わらな
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いよう配慮していたのであり、加えて、丙は、年間実績表その他の資料を自分の手元に置

き、同表記載の売上高や利益等のデータを重視し、信頼していたと推認できることを総合

すると、個々の商品ごとにみた場合には売上原価に相当する金額が純コストとして入力さ

れているとはいえないものが含まれるとしても、総体としてはほぼ売上原価に相当する金

額が入力されていたと推認することができる。 

 したがって、個々の商品について入力された純コストの総額は、売上原価を構成すべき

費用の集積であるといえる。 

(ウ) 年間実績表記載の利益額は、売上高から純コストを差し引いた額が表示されていた。

したがって、復元年間実績表記載の売上高と利益の差額（年間実績表上の純コスト）は、

一定期間に売り上げられた個々の商品の純コストの総額がほぼ正確に反映されたもので

あり、ひいては売上原価となる。 

(エ) なお、売上原価の認定に際し、復元年間実績表を利用したのは、前記イ(オ)のとおり、

押収年間実績表の利益額は、プログラムの改変により実際の額の２分の１の金額が表示さ

れており、同表記載の売上高から利益の額を差し引いた額をもって純コストとするのは相

当ではないためである。 

オ 為替差損益を粗利益に加算して原告ら合算での売上総利益を算定したことの合理性 

 原告らは、輸入により仕入れた原毛皮等につき、仕入金額を純コストとしてコンピュータ

ーに入力する際、入力時の為替レートに従って円換算していたため、原告らが純コストとし

て入力した額と実際の決済金額との間に差額が生じていた。当該差額（為替差損益）は、原

告らで各２分の１に案分してそれぞれの粗利益の額に加算されるべきである。 

（原告らの主張） 

ア 売上金額について 

 原告ら合算の売上高を、押収年間実績表記載の売上高どおり認定するのは不合理であり、

別表４の「請求人主張（売上高）」の「②値引き戻り高の補正」、「③売上げ返金の補正」及

び「④売掛残と買掛残の違算の修正」欄記載の各金額を、原告ら合算の売上高から減額すべ

きである。 

イ 売上原価について 

(ア) 年間実績表上の純コストには、売上原価に反映されるべき費用が全て含まれているわ

けではないから、被告主張の推計方法は、構造的に利益を高く計算する方法であって、売

上原価を「期首棚卸高＋仕入高－期末棚卸高」の式で算出する公正妥当な会計原則に違反

している。具体的には、本来売上原価を構成する費用のうち、合計４７億４５１６万８８

２２円が、年間実績表上の純コストに反映されていない（なお、原告らは、第１準備書面

においては、「合計４７億５３４９万８３３９円」と主張していたが、第９準備書面によ

り、第１準備書面別添４⑮の金額が、「３３７７万９５３２円」から「２５４５万００１

５円」に変更されているため、「合計４７億４５１６万８８２２円」を純コストに反映さ

れていない金額として主張するものと理解する。）。 

(イ) 本件Ａ各事業年度における年間実績表上の純コストの合計は１２７億６７２５万１

０９２円であるところ、本件各事業年度の仕入高の合計額は１０９億１４７９万１２５９

円であり、１８億５２４５万９８３３円の差が生じていることからも、年間実績表上の純

コストを売上原価とするのが不合理であることは明らかである。 
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ウ 為替差損益について 

 被告主張の推計方法において、為替差損益を計上することになったのは、純コストを売上

原価としたことによるものであるが、原告らにおいては実際の決済金額を仕入金額として計

上していたのであるから、為替差損益なるものを計上する必要はない。 

エ その他の主張 

(ア) 類似同業者の申告所得率は売上高の１パーセント強であるところ、被告の主張する原

告らの所得率は１０パーセントを超える年度もあるから不合理である。 

(イ) 本件刑事事件において、検察官は被告主張の推計方法と同様の主張をしていたが、本

件刑事判決では当該推計方法自体が問題を含んでいると判断されており、①為替差損益の

金額を売上総利益に加減算しない、②売上総利益からその５パーセントに相当する金額を

減額するという各処理がされている。したがって、被告主張の推計方法に基づいた本件各

処分を維持することは不当である。 

(3) 争点(3)（原告ら主張の推計方法との合理性の比較）について 

（原告らの主張） 

ア 仮に、売上原価を年間実績表上の純コストから算出する所得の推計方法が基本的に是認さ

れるとしても、棚卸高が考慮される推計方法を採用すべきである。具体的には、被告主張の

推計方法に、以下の補正を行うべきである。 

(ア) 原告ら合算の売上高について、被告主張の金額から、別表４の「請求人主張（売上高）」

の「②値引き戻り高の補正」、「③売上げ返金の補正」及び「④売掛残と買掛残の違算の修

正」欄記載の各金額を減額する（前記(2)（原告らの主張）ア参照）。 

(イ) 売上原価について、以下の方法により「売上原価の補正額」を算定し、これを被告主

張の原告ら合算の売上原価に加算する。 

ａ 昭和６０年４月１日から平成元年３月３１日までの間を１つの事業年度（以下「通算

事業年度」という。）として、期首棚卸高、仕入高及び期末棚卸高を算定し、これを基

に通算事業年度における原告ら合算の売上原価を算出する。 

ｂ 上記ａの金額と、通算事業年度における年間実績表上の純コストとの差額を算出し、

通算事業年度における原告ら合算の売上原価の補正額を求める。 

ｃ 上記ｂの金額が、通算事業年度における原告らの売上高全体に占める割合を求める。 

ｄ 本件各事業年度の原告らの売上高に上記ｃの割合を乗じて、当該事業年度における原

告ら合算の売上原価の補正額を算出する。 

ｅ 上記ｄの金額を、当該事業年度における年間実績表上の純コストに加算し、当該事業

年度における原告ら合算の売上原価を求める。 

(ウ) 為替差損益は粗利益に加減算しない。 

イ 上記アの修正を加えた推計方法により算出した原告らの売上総利益は、以下のとおりであ

る。 

(ア) 原告Ａ 

 昭和６１年３月期 △１２８９万４３００円 

 昭和６２年３月期  ３３７９万１０５９円 

 昭和６３年３月期  ３４９７万７３０９円 

 平成元年３月期  △５３１８万６８７４円 
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(イ) 原告Ｂ 

 昭和６１年９月期  △２３０万９５８９円 

 昭和６２年９月期  ４０２９万４１７５円 

 昭和６３年９月期   ６９４万２９０１円 

（被告の主張） 

 原告らの主張は争う。原告らは、「売上原価の補正額」を算出する前提として、本件各事業

年度を１つの事業年度としているが、このことは、事業年度の期間は１年以内とする法人税法

１３条の規定を無視しているから、そもそも法的根拠のない主張である。 

(4) 争点(4)（原告Ａに係る貸倒損失等の損金の額への算入の可否）について 

（原告Ａの主張） 

 原告Ａについて、別表５記載の貸倒損失等が、本件Ａ各事業年度の損金の額に算入されるべ

きである。 

（被告の主張） 

 原告Ａの主張は争う。 

(5) 争点(5)（原告Ｂに係る貸倒損失等の損金の額への算入の可否）について 

（原告Ｂの主張） 

ア 仮に、Ｉ株式会社に対する貸倒損失を、原告Ａの平成元年３月期の損金の額に算入するこ

と（別表５「Ｉ株式会社」欄参照）が認められない場合には、原告Ｂの昭和６３年９月期の

損金の額に算入することが認められるべきである。 

イ 仮に、原告Ａについて、Ｊに対する貸倒損失を、原告Ａの昭和６２年３月期の損金の額に

算入すること（別表５「Ｊ」欄参照）が認められない場合には、原告Ｂの昭和６２年９月期

の損金の額に算入することが認められるべきである。 

（被告の主張） 

 原告Ｂの主張は争う。 

(6) 争点(6)（本件各賦課決定処分の適法性）について 

（被告の主張） 

ア 原告らは、経理用システムを利用して決算書類を作成しており、Ｃが、経理担当の事務員

が起票した振替伝票をコンピューターに入力して、総勘定元帳、貸借対照表、損益計算書等

を出力し、これらを原告らの顧問税理士であるＫ税理士（以下「Ｋ税理士」という。）に交

付し、同税理士が決算修正を行った上で、申告を行っていた。 

 Ｋ税理士は、各決算に当たって、あらかじめ丙から申告する所得金額の概算額を示されて

これに合わせるよう指示を受け、まず、当該所得金額から逆算して原告らの売上高、仕入高

等を算定し、期中計上額との差額については、決算時期につき原告Ａが３月決算、原告Ｂが

９月決算であったことを利用し、原告Ａにおいて、原告Ｂからの売上げを仮受金に計上して

売上げを減額する修正仕訳を行ったり、逆に原告Ｂにおいて原告Ａに対する仮払金を仕入れ

に計上して仕入れを増額したりするなどの方法で決算内容を調整していた。 

 加えて、原告Ａにおいては、不動産譲渡益を除外したり、架空の貸倒損失を計上したりす

る行為もあった。 

イ 以上のとおり、原告らの公表帳簿はそもそも正確に記帳されておらず、原告ら間の取引を

資金移動に応じて記帳するなどずさんなものであったが、原告らは、年間実績表を通じてあ
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る程度正確な利益の額を把握していたにもかかわらず、申告しようとする所得金額に合致す

るように期末に修正仕訳を行って帳簿上のつじつま合わせを行い、法人税の確定申告書を提

出していた。 

 これらの各行為はいずれも丙の指示により行われたものであること、実際の所得金額を把

握していたにもかかわらず、申告しようとする所得金額に合致するように期末に修正仕訳を

するなどの行為は、原告らが当初から所得を過少に申告することを意図していたと評価でき

る外形的事実にほかならず、それゆえ隠ぺい又は仮装行為が行われたと評価できることから

すれば、当該隠ぺい又は仮装行為に基づく過少申告が行われたことは客観的に明らかであり、

国税通則法６８条１項に該当する。 

（原告らの主張） 

ア Ｋ税理士が決算修正を行った上で申告を行っていたことは認める。しかし、丙は、同税理

士に対して申告所得額を指示したことはないし、同税理士が、具体的にどのような処理を行

った上で 終的な申告をしていたのかは知らない。 

イ 被告の主張する不動産譲渡益の除外は、丙が原告Ａのために支払手数料、修繕費及び現金

仕入れの立替払をしていたことからそれを反映させるために除外したにすぎない。 

 被告の主張する架空の貸倒損失の計上は、原告らの従業員が丙の指示を誤解したためにさ

れたにすぎない。 

第３ 争点に対する判断 

１ 認定事実 

 前記前提事実（第２の１）、証拠（各項括弧内に掲記）及び弁論の全趣旨によれば、以下の事

実を認めることができ、各項掲記の証拠中、以下の認定に反する部分は採用しない。 

(1) 原告らの取引状況 

ア 原告らにおける商品の仕入れ、加工及び売上げ等の各業務の流れは、以下のとおりである

（甲３（２５頁から２８頁まで、５１頁）、乙１１から１３まで、１９から２２まで、３７、

３７から４９まで） 

(ア) 仕入れ 

ａ 原告らは、原告Ａ名義で仕入れを行っており、原毛皮については、国内業者からの仕

入れや北欧諸国からの輸入により、毛皮製品については、専ら北欧諸国からの輸入によ

り、それぞれ仕入れていた。 

 仕入れは丙及び丁が担当しており、丙は、主として国内外で開催されるオークション

に参加して原毛皮の買付けを行い、丁は、原毛皮、毛皮製品の輸入に携わっていた。 

ｂ 国内仕入れについて、コンピューターに入力、処理された結果は買掛明細書として出

力され、各仕入先が発行した納品書、請求書とともにつづられて保管されていた。 

 輸入仕入れについて、丁が、仕入先、品名、数量、金額等を記載した到着貨物リスト

及び外貨建ての仕入金額、円建ての決済金額等仕入れの内容を記載した資金繰りノート

を作成、保管していた。そのほか、輸入申告に必要となるインボイスの写し等の添付書

類を含む輸入申告書、倉入承認申請書等を一つづりにして保管していた。 

(イ) 外注加工 

ａ 原告らは、原毛皮については、ほとんどの場合、原告Ａ名義で直ちになめし加工のた

め外注加工先に発送していた。そして、営業担当者からの発注に基づいて、必要な原毛
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皮をなめし加工業者から発送してもらい、縫製加工等を行って製品化していた（以下、

原毛皮等の外注加工先への搬出及び加工後の製品の搬入をそれぞれ「加工出庫」、「加工

入庫」という。）。 

ｂ 縫製加工等は、通常は、原告Ａ名義で業者に外注していたが、Ａビル内の自社加工場

で加工作業を行うこともあり、原告Ｂの従業員やパートタイムの従業員のほか、香港等

から呼び寄せた外国人職人を自社内での加工作業に当たらせていた。 

ｃ 原告らは、上記ａ、ｂの外注費を、原告Ｂの費用として計上していた。外注加工につ

いて、コンピューターに入力、処理された結果は買掛明細書として出力され、各仕入先

が発行した納品書、請求書とともにつづられて保管されていた。 

(ウ) 販売 

 原告らは、原告Ｂ名義で毛皮製品等を小売業者や問屋等の得意先に販売しており、その

売上げも１社に対する販売分を除き全て原告Ｂのものとして計上していた。 

イ 原告らの間では、取引条件等の取決めは全くなく、日々取引される商品の数量や金額も把

握されておらず、具体的な取引状況を示す資料も作成されていなかった。その代わりに、実

際の商品の動きとは関係なく、原告Ｂの資金が原告Ａに移される都度、原告Ｂにおいて仕入

れを、原告Ａにおいて売上げを、それぞれ計上していた。（甲３（２４頁、５１頁）、乙３９、

４０） 

(2) コンピューターによる管理の概要 

 原告らは、在庫商品、売上げ等の管理及び経理処理を、原告らを一体として、１台のコンピ

ューターによって行っていたが、その仕組みは以下のとおりである（甲３（２４頁、２８頁か

ら３３頁、４２頁から４５頁））。 

ア 原告らは、昭和５８年８月頃、売上げ、在庫商品、売上げ等の管理及び経理処理に使用す

るため、コンピューターを導入し、昭和５９年末頃には、基本的なシステムを完成させた。

上記コンピューターには、①個々の商品の数量、原価、売上金額等のデータを処理し、取引

先に対する買掛金、売掛金、在庫商品等の管理をするとともに、取引先に対する納品書や請

求書等の作成を行うシステム（以下「販売管理システム」という。）と、②振替伝票に基づ

いて各勘定科目を入力することにより、貸借対照表や損益計算書の決算書類を作成するシス

テム（以下「経理用システム」という。）が導入されていた。 

イ 販売管理システムは、コンピューター、商品タグの作成機及びコンピューター端末機に接

続されたバーコードリーダー（商品タグ読取機）等によって構成されており、個々の商品ご

とに品番を割り振るとともに、各商品にその品番を表すバーコード等を印刷した商品タグを

取り付けて管理することを基本としていた。 

ウ 販売管理システムは、多数のプログラム及びデータファイルから構成されていたが、この

うち在庫商品及び売上げに関するデータファイル（在庫ファイル及び売上ファイル）には、

個々の商品ごとに、品番、品名、仕入先、仕入年月日、純コスト、売上先、売上年月日、売

上金額等のデータが入力、保存されていた。 

 品番は、「〇〇〇〇－〇〇〇〇〇」という９桁の数字からなっていた。原告らは、その取

扱商品を、①Ｂ製品、②Ⓟ製品、③その他製品、④ライナーコート（コートの内側に毛皮が

使われているコート）、⑤襟及びライナー等（コートの内側用の毛皮製品や襟部分のマフラ

ー等）、⑥原毛皮（製品化される前の毛皮）、⑦プレート（なめし皮を数枚併せて長方形のプ
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レート状にしたもの）の７つに分類しており、上記①から⑦までの分類の順に、品番の上１

桁に１から７までの数字を割り振っていた（以下、品番の上１桁が「１」の分類の商品を摘

示するときに、「１０００番台の商品」ということがあり、他の分類の商品についても同じ

ようにいう。）。 

エ 在庫ファイルには、商品マスターファイル（ファイル名「Ｌ」。以下、個々のファイルに

ついて「Ｌ（商品マスター）」などと、ファイル名及びその内容を基に表記する。）等があり、

これらを基にコンピューターから出力される在庫に関する資料としては、在庫トータル表等

があった。 

 在庫トータル表は、出力された時点における原告らの在庫商品を「社内在庫」（Ａビル内

等で保管しているもの）、「委託在庫」（委託販売先への預け在庫）、「加工在庫」（縫製加工

先への預け在庫）、「なめし加工在庫」（なめし加工先への預け在庫）に分け、前記の７分類

の商品ごとにその各数量並びに仕入れコスト及び純コストの各合計金額を表示したもので

あり、毎月末に出力されていた。 

オ 売上ファイルには、Ｍ（日次売上ログ）等があり、これらを基にコンピューターから出力

される売上げに関する資料としては、年間実績表等があった（後述(3)オ）。 

(3) 販売管理システムによる処理手順等 

 業務における販売管理システムの処理手順は、以下のとおりであり、本件各事業年度を通じ、

これらの処理の際、原告Ａと原告Ｂとの区別はされていなかった（甲３（２４、３５頁））。 

ア 仕入時（甲３（３２、３５、３６、１２７頁）） 

 商品を仕入れる時は、丁が、個々の商品ごとに、仕入関係書類等に基づいて、品名、仕入

先、仕入年月日等に加え、仕入代金等を純コストとして入力する。商品は、品番が割り振ら

れた上でＬ（商品マスター）に登録され、その品番を表すバーコード等を印刷して当該商品

に商品タグを取り付ける。 

イ 加工出庫時（甲３（３２、３６、１２７、１２８頁）） 

 商品を加工出庫する時は、丁が、当該原材料等の商品タグを読み取ってＬ（商品マスター）

から商品データを呼び出し、出庫日付、出庫先のコード番号、納期等を追加入力する。これ

によって、商品データは外注加工先で保管している在庫商品の管理用ファイルであるＮ（加

工在庫マスター）に登録され、Ｌ（商品マスター）からは抹消される。 

ウ 加工入庫時（甲３（３７、３８、１２８頁）） 

 商品を加工入庫する時は、丁が、加工内容に応じて、以下の処理をしていた。 

(ア) 加工内容がなめしや染色のみの場合等、加工の前後で商品の形及び数量が変わらない

場合には、商品タグを読み取ってＮ（加工在庫マスター）から商品データを呼び出し、品

名、純コスト等を加工内容に応じて修正した上で、加工上がり日を仕入日としてＬ（商品

マスター）に再登録し、品名等の変更に伴い、商品タグを新たに作り直す。これにより、

Ｎ（加工在庫マスター）上の商品データは抹消される。 

(イ) 原毛皮を用いてコート等の製品を作る場合等、加工の前後で形及び数量が変わる場合

には、新たな仕入れがあったものとして、加工上がり日を仕入日として、前記アの方法で

Ｌ（商品マスター）に登録する。この時、純コストにはＮ（加工在庫マスター）に登録さ

れていた純コストに加工代金を加算した金額を入力する。これにより、Ｎ（加工在庫マス

ター）上の商品データは抹消される。 
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エ 売上時 

(ア) 原告らでは、売上げを、出荷の時点で計上する売上げ（以下「通常売上げ」という。）

と、得意先に委託販売商品として出荷（以下「委託出庫」という。）し、商品が売れた時

点で計上する売上げ（以下「委託売上げ」という。）の２種類に区分していた。商品の売

上げがあった時には、営業担当者が、売上げの種類に応じて、以下の処理を行っていた。

（甲３（３８、３９、１３４頁）） 

ａ 通常売上げの場合、通常売上用処理プログラムを使用しており、バーコードリーダー

で商品タグを読み込んでＬ（商品マスター）から商品データを呼び出し、売上先、売上

金額、売上年月日等を追加入力する。 

 ただし、Ｌ（商品マスター）に登録されていない商品や商品タグが付いていない商品

を売り上げるときには、「Ｏ」という処理プログラムを使用し、各商品の種別ごとに各

端末機のそばにあらかじめ備え付けられているバーコードを読み取って入力画面を表

示した上で、当該商品の売上データに加えて、品名、純コスト等を入力する。 

ｂ 委託売上げの場合、委託出庫用処理プログラムを使用し、バーコードリーダーで商品

タグを読み込んでＬ（商品マスター）から商品データを呼び出し、出庫年月日等を追加

入力し、商品を発送する。委託先で実際に商品が売れると、委託分売上げ用処理プログ

ラムを使用し、Ｐ（委託在庫マスター）から当該商品データを呼び出し、売上金額、売

上年月日等を追加入力する。 

(イ) 上記(ア)の売上入力がされると、各商品の売上等のデータは、以下のように処理され

る。 

ａ 原則（甲３（２８、３９、１２９、１３０、２６０、２６１頁）） 

(a) 通常売上げの場合、商品データはＭ（日次売上ログ）に登録され、Ｌ（商品マス

ター）から抹消される。なお、Ｏ処理プログラムを使用した売上げのときは、●●●

●番台の品番が割り振られた上で、Ｍ（日次売上ログ）に登録される。 

(b) 委託売上げの場合、委託出庫の時点で、商品データは、Ｐ（委託在庫マスター）

に登録されるとともに、Ｌ（商品マスター）から抹消される。そして、委託出庫先で

実際に委託商品が売れた時点で、商品データは、Ｍ（日次売上ログ）に登録されると

ともに、Ｐ（委託在庫マスター）から抹消される。 

ｂ グループ売上げについて（甲３（１３０頁から１３２頁まで）） 

 ●●●●番台から●●●●番台までの各商品を売り上げた場合には、上記ａと異なり、

Ｌ（商品マスター）から呼び出された商品データを直ちにＭ（日次売上ログ）に登録す

ることはせず、①明細テーブルと呼ばれるデータの一時保管場所に当該商品データを書

き込み、②続けて呼び出した商品の品番の上５桁が、上記明細テーブル上の商品の品番

の上５桁と一致する場合には、明細テーブル上の商品データの数量を増やすとともに、

売上金額に新たに呼び出した商品の売上金額を加算するという処理を繰り返し、③一連

の売上入力の終了後に明細テーブル上の商品データの品番の下４桁を「●●●●」とし、

純コストを一番 初に読み込まれた商品に係る純コストに商品点数を乗じた金額とし

た上で一括してＭ（日次売上ログ）に書き込み、Ｌ（商品マスター）のデータを抹消す

る（以下、上記の売上処理がされる売上げを「グループ売上げ」という。）。 

ｃ Ｑ商品の売上げについて（甲３（１３３頁）） 
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 コートの本体部分である●●●●番台の商品（ライナーコート）は、部品である●●

●●番台の商品（襟及びライナー等）と組み合わせて販売されるのが通例であった（以

下、ライナーコート並びに襟及びライナー等を組み合わせて販売される商品を、一括し

て「Ｑ商品」という。）。 

 Ｑ商品の売上げがあると、本体であるライナーコートと、これに組み合わされる襟及

びライナー等の各商品データを、順次Ｌ（商品マスター）から呼び出し、本体の純コス

トに襟及びライナー等の純コストを加算した上で、本体の商品データのみがＭ（日次売

上ログ）に登録され、Ｌ（商品マスター）上のデータはいずれも抹消される。 

オ 日次処理（甲３（４３、１２５、１２６、２２１頁）） 

(ア) 日々の業務が終了すると、日次処理として、その日の売上データが蓄積されたＭ（日

次売上ログ）を基にして、Ｒ（年間集計マスター）の各ファイルの更新が行われる。そし

て、上記ファイルに記載されているデータを基に、年間実績表作成用のプログラムを用い

て年間実績表（押収年間実績表）がプリントアウトされ、丙に渡されていた。 

(イ) 年間実績表には、原告らの売上高、売上高から純コストを差し引いた額（原告らは「粗

利益」と記載していた。）、現金での売上入金、手形での売上入金及びその他の入金（原告

らの売掛金と相殺処理することによって入金したものとして取り扱った分等を含む。以下

「その他入金（相殺）」という。）の各金額につき、①出力日の集計額、②各月１日から出

力日までの集計額、及び③直近の４月１日から出力日までの集計額が、それぞれ記載され

ており、これに加えて、出力日現在における売掛金の残高が記載されていた。ただし、昭

和６１年６月頃以降にプリントアウトされた年間実績表（押収年間実績表）については、

「粗利益」欄に、本来表示すべき金額の２分の１の金額が記載されるように年間実績表作

成用のプログラムが変更されていた。 

(ウ) 丙は、年間実績表（押収年間実績表）を同人の席近くのキャビネットにファイルして

保管し、同表記載の売上高や粗利益の各金額等を手帳に書き込んだりしていた。 

カ 売上商品の返品、修理、値引きの処理 

(ア) 返品（甲３（３９、１３５頁）） 

 商品の返品があったときは、返品用処理プログラムを使用しており、当該商品のタグを

読み取り、当該商品データが呼び出されたら、返品日時等のデータを追加する。これによ

り、Ｍ（日時売上ログ）に数量並びに売上げ及び純コストの各金額をマイナスとして登録

し、当該商品のデータをＬ（商品マスター）に再登録する。 

(イ) 修理（甲３（３９、４０、１３５、１３６頁）） 

 売り上げた商品を修理のために預かるときは、修理用処理プログラムを使用しており、

当該商品のタグを読み取り、必要な事項を入力する。その際、当該商品に上４桁が●●●

●の品番が割り振られ、Ｌ（商品マスター）及びＭ（日次売上ログ）に登録される。その

際、品名欄には、「エリツメ」、「…ナオシ」等の修理内容や、元の品番及び品名や預り先

等が登録される。 

(ウ) 値引き（甲３（１３６、３８７頁）） 

 商品の値引きを行うときは、原則として、値引き処理用プログラムを使用しており、売

上ファイル上に品番を「●●●●●●●●●」、品名欄に「○○ブンネビキ」等の値引き

を示す表示を入力し、値引き金額に相当する金額をマイナスの売上げとして登録する。こ



15 

れにより、売上ファイル上にその値引き相当金額が売掛金からマイナスとして記録され、

年間実績表上の売上高もその分だけ減額されることになる。 

 ただし、原告らは、入金用処理プログラムを使用して、「その他入金（相殺）」の分類で、

値引き相当額の入金があったとの取扱いをすることもあった。この処理を行った場合には、

各得意先に対する売掛金の残高は値引き相当金額だけ減額されるが、年間実績表上の売上

高は減額されない。 

キ 売掛金、買掛金及び入金状況の管理 

(ア) 売掛金（甲３（４０頁）） 

 営業担当者は、前記エの売上げ入力時に出力される売上・売掛票を得意先ごとにファイ

ルして保存しており、毎月各得意先の締日に合わせて、コンピューターから、毎月請求残

額、当月入金額、当月買上額、当月請求額及び当月取引の明細（品名、数量、単価、金額、

通常売上げ・委託売上げ・返品の別等）等が記載された請求書を出力し、これと売上・売

掛票とを照合確認した上で、各得意先に送付していた。 

(イ) 買掛金（甲３（４１、４２頁）） 

 原告らの買掛金の締日及びその支払は、毎月２０日締めの翌月１０日払となっていたた

め、戊ほか経理担当者は、毎月２０日頃にコンピューターから出力された買掛明細書と、

仕入先又は外注加工先から送られてきた納品書、請求書等とを照合確認し、丙の決裁を経

た後、代金を決済していた。その後、買掛明細書は、納品書や請求書とともにつづられて

保管されていた。 

(4) 帳簿類の記帳状況（甲３（４８頁から５０頁まで）） 

 原告らにおいては、金銭出納帳及び手形受払帳は、原告Ａと原告Ｂの区別なく記帳されてい

たが、銀行勘定帳（銀行口座の入出金状況を記載したもの）は、原告ら個別に作成されていた。

これらの記載は、戊がおおむね正確に行っており、殊更に虚偽の記載をするようなことはなか

った。 

(5) 純コストの入力について 

ア 純コストは、個々の商品ごとに仕入れや加工取引の際に入力される原材料費、加工賃等の

合計金額であり、主として、仕入・加工部門の責任者として、その全般を管理する立場にあ

った丁が直接又は担当者を介して入力していた（甲３（３５頁））。 

イ 仕入れに係る純コストについて、国内仕入れの場合、原毛皮及び毛皮商品の仕入価格がそ

のまま純コストとして入力され、一方、輸入仕入れの場合には、インボイス記載の原価以外

に、運賃、保険料、関税、通関費用及び金利等（以下これらを併せて「輸入諸費用」という。）

を、コンピューター入力時の仕入時点での為替相場で円換算して計算した金額が入力されて

いた（甲３（１８７、１９２、１９３頁））。 

ウ 外注加工に係る純コストの入力時には、加工の種類に応じて、以下の金額が入力されてい

た（甲３（３７、３８、２０５、２０６頁））。 

(ア) 加工の前後で商品の形、数量等が変わる場合には、原則として元の純コストに外注費

を加えた金額が入力されていた。ただし、原告らが縫製加工の外注加工先に加工用の生地、

副資材又は部品類等を供給する場合には、原告らが外注加工先に生地類やボタン、テープ、

ルーシング（飾りひも）等の部品類をそれぞれ売り上げた形にし、その代金を各外注加工

先から請求される加工賃と相殺する処理がされていた。 
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(イ) 加工の前後で商品の形や数量が変わらない場合には、元の純コストに当該加工賃を加

算した金額を入力していた。このとき、加工のために出庫した原毛皮等の余りが返納され

る場合には、加工返納として処理し、Ｌ（商品マスター）に再登録していた。 

エ 丁は、純コスト等を入力する際に、上記アからウまでに加え、以下の調整を行うことがあ

った。 

(ア) 丁は、輸入仕入れに係る商品の一部につき、一時期、「Ｅ」名の架空の外注加工先を

設け、そこに加工を外注した形式をとり、外注加工後の純コストとして、仕入時に入力さ

れた仕入代金及び輸入諸費用の合計金額に３パーセント加算した金額を入力していた。こ

れは、丁が、その経験上、輸入商品について仕入代金及び輸入諸費用以外の間接経費が生

じてくることを把握していたものの、それが純コストに反映されないことを考慮し、上記

間接経費を純コストに反映させるべく行ったものであった（甲３（１５７、１９０、１９

１頁））。 

(イ) 原告らが自社加工場で縫製した毛皮商品について、以下の処理をするものとしていた

（甲３（１９６、１９７頁））。 

ａ 「Ｆ」、「Ｇ」及び「Ｈ」といった架空の外注加工先を設け、他の外注加工先に対する

のとほぼ同様の形式で加工に係る入出庫をしたものとして入力処理をしていた。Ｆに対

する入出庫の入力をする際に加工賃として入力されていた金額は、自社加工場の外国人

職人に対して実際に支払われていた報酬金額と同額であったが、Ｇ等に対する入出庫の

入力をする際に加工賃として入力されていた金額に直接対応する支払は存在しなかっ

た。 

ｂ 納品書等に記載のある加工賃及び原材料の合計金額に５０００円程度を上乗せした

り、金額を切り上げたりするなどしたものを純コストとして入力する。 

(ウ) 丁は、①商品の入荷後に検品してそのランク付けを行い、仕入価格等の１０パーセン

トから２０パーセントまでの範囲で、上級品について純コストを加算し、低級品について

減額するとの調整をする、②売行きの悪い商品がある場合、その商品の純コストを１０パ

ーセントから３０パーセントまでの範囲で引き下げ、その分を他の売行きのよい商品に上

乗せする、③品質が悪いか抱き合せで無理に購入させられた商品で売れることが期待でき

ないものの純コストを零円として、他の売行きの良い商品に上乗せする、④外注加工先か

ら不良品が返納された場合、加工入庫の入力等の際に、不良品を除いた数量で元の仕入原

価を除することによって、不良品の仕入原価を他の商品の純コストに折り込む処理をする

などの純コストの調整を行っていた。なお、丁は、上記①から③までの純コストの調整を

する時には、上乗せする金額と減額する金額とを同額とし、全体の純コストの金額が変わ

らないように調整していた。（甲３（２１８頁）） 

(6) 棚卸高について（甲３（４６頁から５８頁まで）、乙１１から１３、１９から２２、５２） 

ア 原告らは、本件各事業年度を通じて、全在庫を網羅する実地棚卸しを行ったことはなく、

専ら在庫トータル表等を通じて在庫を把握していた。 

イ 原告らは、平成元年４月２９日から同年５月１日にかけて、●●●●番台から●●●●番

台の商品について、実地棚卸しを行った。その結果、コンピューターの在庫ファイル上は商

品があると登録されているにもかかわらず現品が存在しないもの（以下、このようなコンピ

ューターの在庫ファイル上は存在する商品データと対応する現品が存在しないという食い
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違いを「アンマッチ」という。）が、●●●●番台の商品だけで計８６４点発生した。丁が

その原因の解明を試みたものの、なお８００点余りのアンマッチの原因が不明であったため、

アンマッチとなった●●●●番台ないし●●●●番台の商品データがＬ（商品マスター）等

の在庫ファイルから消去されて、Ｓ（在庫漏れファイル）に移された。 

ウ 原告らは、古くなったり、価値が少なくなったりした在庫商品についても廃棄処分の対象

とすることはほとんどなく、値下げや再加工を施すなどして売り上げる方針をとっていた。

さらに、原告らは、昭和６２年８月頃に、原告らの従業員が商品を横流ししたことが発覚し

たほか、昭和６３年３月頃には外注加工先が加工在庫の商品を持ち逃げする事態が生じたた

め、その後、在庫管理を慎重に行うようになり、以後、商品の盗難や横流しが問題となるこ

とはなかった。 

(7) 原告らの決算及び申告の状況 

ア 原告らは、経理用システムを利用して、総勘定元帳、貸借対照表、損益計算書等を出力し

て、これらを原告らの顧問税理士であるＫ税理士に交付し、同人がこれに修正を行った上で、

本件各事業年度に係る法人税の確定申告を行っていた。そして、丙は、Ｋ税理士が修正を加

えた後の所得金額で確定申告することにつき、少なくとも同意を与えていた。（甲３（５２、

５３頁）、乙３９、４３から４５まで。） 

（なお、原告らは、丙がＫ税理士に対して申告する所得金額を指示したことはなく、Ｋ税理

士が具体的にどのような処理を行って申告していたのかは知らないと主張する。しかし、丙

は、前記(3)オ(ウ)のとおり、年間実績表に記載された粗利益の額等を確認していたのであ

り、本件各事業年度の確定申告に係る所得金額はこれと大幅にかけ離れた内容になっていた

にもかかわらず、丙は当該所得金額に基づく申告を認めていたことからすると、具体的な金

額をどちらが提案したかはともかく、Ｋ税理士が修正を加えた後の所得金額で確定申告する

ことについて、少なくとも丙が同意していたことは明らかである。この点については、丙も、

刑事事件の捜査段階においては、原告らの各申告所得額についてＫ税理士から相談を受け、

それに同意していた旨供述しているところである（乙８４）。）。 

イ 原告Ａの本件Ａ各事業年度の申告状況は、以下のとおりであった（甲３（５３頁から５５

頁まで））。 

(ア) 昭和６１年３月期（乙８７、乙８８） 

 昭和６１年３月期について、Ｋ税理士は、所得金額を１２００万円程度にするため、期

末に売上高を２億０７０５万１８４１円増やす修正仕訳を行った。 

(イ) 昭和６２年３月期（乙８７） 

 昭和６２年３月期について、Ｋ税理士は、所得金額を１５００万円程度にするため、決

算内容を修正した。 

(ウ) 昭和６３年３月期（乙２、乙４３、８７、８９） 

 昭和６３年３月期について、原告Ａ所有の不動産売却に伴う不動産譲渡益が約２億３０

００万円あったことから、丙は、後記エ(イ)のとおり、合計３０００万円の不良債権を水

増しした上で、貸倒損失として計２億２９７９万円を計上するようＫ税理士に要請し、同

税理士は、これを計上することとした。また、Ｋ税理士は、所得金額を丙と相談して決め

た金額に調整するため、「売上／仮払金」（借方を「売上」、貸方を「仮払金」とする仕訳

をいい、他も同様とする。）７億８４４９万円、「売上／仮受金」３億９７６４万７６５５
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円という売上げを減額する修正仕訳をした。 

(エ) 平成元年３月期（乙９１） 

 平成元年３月期について、Ｋ税理士は、所得金額を２２００万円程度にするため、「売

上／社長借入金」、「売上／仮払金」という売上げを減額する修正仕訳をした。 

ウ 原告Ｂの本件各Ｂ事業年度の申告状況は、以下のとおりであった（甲３（５５、５６頁））。 

(ア) 昭和６１年９月期（乙４４） 

 昭和６１年９月期について、Ｋ税理士は、所得金額を１０００万円程度にするため、原

告Ａに対する８億３５２８万７２４１円の買掛金を計上した。 

(イ) 昭和６２年９月期（乙４４、８８、８９） 

 昭和６２年９月期について、原告Ｂは、同事業年度中に有価証券売却益４億９０００万

円があったことから、ほぼこれに見合う負債として仮受金４億８５００万円を計上した

（ただし、これは所得金額の調整には利用されていない）。また、上記(ア)の買掛金の計

上を打ち消すために、「買掛金／仕入高」８億３５２８万７２４１円の修正仕訳を行った

後、「仕入／買掛金」５億７５００万６８２８円等の修正仕訳を行い、仕入れを増額させ

た。 

(ウ) 昭和６３年９月期（乙９０、９３、９４） 

 昭和６３年９月期について、原告Ｂは、決算資料上は約９億円の赤字となる一方、株式

の売買益が約３億円あった。Ｋ税理士は、所得金額を３５００万円程度にするため、「雑

収入／売上」とする合計約３億円分の振替伝票を起票して株式の売却益を売上げに振り替

えたり、「仮受金／仕入」とする合計６億４０００万円分の修正仕訳を行った。 

エ 丙は、上記アからウまでのほか、以下の行為を行った（甲３（５６から５８頁まで）、乙

６２）。 

(ア) 原告Ａは、昭和６０年４月頃に代金約２億円で購入した大阪市所在の土地建物を、昭

和６１年１月にＴ株式会社に代金３億円で売却したが、その際、丙は、知合いに依頼して、

上記不動産を同人に代金２億２０００万円で売却し、同人からＴ株式会社に売却されたか

のように処理した。 

(イ) 丙は、昭和６３年３月中旬頃、貸倒損失を計上するため、「ＵことＶ」、「Ｗ」及び「Ｘ

株式会社」の３社について、各１０００万円ずつの架空売上げを計上するよう各営業担当

者に指示した。そして、原告らの従業員は、同月３１日、年間実績表には現われない特殊

な方法を用い、過去の日付にさかのぼって各１０００万円分の架空売上げをコンピュータ

ーに入力した。その後、同日分の年間実績表を出力した後、同年４月１日未明に掛けて、

通常の方法により、上記３社に対する架空売上げを再入力し、納品書等を出力した。その

後、Ｃは、同年５月２１日に貸倒処理とするために、「サイケンホウキ」などと記載され

た領収書を出力した。以上のとおり水増しされた貸倒損失は、前記イ(ウ)のとおり、他の

貸倒損失と併せ、原告Ａの昭和６３年３月期の損金の額に算入して申告された。（なお、

原告らは、丙が、従業員らに対して債権放棄書等を出すように指示した際、３０００万円

分の不良債権があったからこれを付け加えて欲しい旨伝えたところ、従業員らが上記指示

を勘違いし、上記架空売上げを計上した旨主張する。しかし、丙は捜査段階において自ら

上記貸倒損失を上乗せするように指示したことを認めていたこと、その他従業員らも丙か

ら上記指示があった旨一致して供述していることに照らし（甲３（５０４頁）、採用でき
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ない。）。 

(8) 本件査察調査について 

ア 査察部は、平成元年１０月頃、原告らの在庫商品について実地棚卸しを実施したところ、

原因が明らかではないアンマッチが多数発生した（甲３（４６、４７、３０５、３０６頁）、

乙８０）。 

イ 丁は、本件刑事事件の捜査段階において、アンマッチ未解明分の原因について、商品のタ

グを作成し直す際の二重入力、仕入れを入力する時の二重入力又は出庫の時の入力のし忘れ

であり、在庫の横流しや盗難等、実際に商品が存在しなくなったことによるものではないと

供述していた（乙８３）。 

ウ 査察部は、本件査察調査の際、昭和６１年３月期、昭和６２年３月期、昭和６３年３月期

及び平成元年３月期の年間実績表を押収した（押収年間実績表、甲３（４４頁）、乙５８）。 

エ 査察部は、年間実績表作成用のプログラムについて、粗利益欄の金額を２分の１にして表

示するようプログラムが変更されていた（前記(4)オ(イ)）のを修正した上で、平成元年９

月２１日時点でのＲ（年間集計マスター）のデータに基づいて、昭和６１年３月期、昭和６

２年３月期、昭和６３年３月期及び平成元年３月期の復元年間実績表を作成した。押収年間

実績表と復元年間実績表の売上げ及び粗利益に関する相違点は、①昭和６２年３月期、昭和

６３年３月期及び平成元年３月期の押収実績表記載の粗利益が、復元年間実績表の対応する

記載（査察部は「利益」と記載している。）の半分となっていること、及び②昭和６３年３

月期の押収年間実績表記載の昭和６３年３月分の売上高が、復元年間実績表の対応する売上

高を、３０００万円下回っていることである。（甲３（１２１頁から１２３頁まで）、乙５９、

６３、６４） 

２ 争点(1)（推計課税の必要性について） 

 前記認定事実（第３の１）(1)から(3)まで、(6)ア、イ、(8)ア、イによれば、原告らの公表経

理上は、原告Ａが原毛皮及び製品等を仕入れて原告Ｂに販売し、原告Ｂがこれを製品化して他に

販売するという関係にあるとされていたが、原告Ａが原告Ｂに原毛皮及び製品等を販売するに当

たっては、取引金額等の取決めが全く行われておらず、具体的な取引状況を示す資料も作成され

ていなかったというのである。したがって、原告Ａの売上高及び棚卸高並びに原告Ｂの仕入高及

び棚卸高を確定することは不可能であるといえる。また、原告らは、外注加工については外注費

を全て原告Ｂで計上しているところ、上記の理由により、加工を外注した原毛皮の所有権がどの

時点で原告Ａから原告Ｂに移転するかが明らかではないため、原告Ｂで計上した外注費のどの部

分を原告Ａで計上すべきであるかは明らかではなく、原告ら個別の外注費を確定することも不可

能であるといえる。そもそも、原告らは本件各事業年度において実地棚卸しをしておらず、コン

ピューター上の在庫データも不正確であったことからすると、原告ら合算でも棚卸高を把握する

ことは困難というべきである。以上に照らすと、本件各事業年度において、原告ら個別の売上総

利益を実額で認定することができず、推計課税の必要性が認められることは明らかである。 

３ 争点(2)（被告主張の推計方法の合理性）について 

(1) 推計課税は実額を把握する資料がないときに、やむを得ず間接的資料により所得を推計す

るものであるから、推計の方法は もよく実際の所得に近似した数値を算出し得る合理的なも

のであることを必要とする。もっとも、推計課税を認めた法の趣旨によれば、被告主張の推計

方法に一応の合理性が認められる場合は、特段の反証がない限り、その推計方法によって算出
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される課税標準等の額が真実の課税標準等の額に合致するとの事実上の推定をすることがで

き、これに対して原告らが他の推計方法の方がより合理的なものであることを立証した場合に

は、上記事実上の推定は覆されるというべきである。 

 以上の観点から、まず、被告主張の推計方法が一応の合理性を備えたものといえるかについ

て検討する。 

(2) 売上総利益を原告ら合算で算出すること等の合理性 

ア 被告主張の推計方法において、原告ら合算による売上高及び売上原価を算出し、それによ

って得られた売上総利益の金額を原告らに２分の１の割合で案分し、原告ら個別の売上総利

益を算出し、この金額に原告ら個別の販売費及び一般管理費、営業外損益並びに特別損益を

加減算して、原告らの所得を算出したことの合理性について検討する。 

イ 前記前提事実(1)及び前記認定事実(2)、(3)によれば、原告らでは、１台のコンピュータ

ーによって、両社を一体として売上げ、仕入れ、外注加工及び在庫等の管理を行っており、

原告らと各取引先との間の対外的な取引状況については、このコンピューターから出力され

る請求書や買掛明細書等の資料によって明らかにすることができる上、原告らは、同じＡビ

ルに事務所を構え、丙が原告ら全体を実質的に統括しており、原告らの従業員も両社の業務

にほとんど区別なく従事するなど、原告らの業務は渾然一体となっていたというのである。

このことからすると、原告らの売上げ及び売上原価の算定に関しては、原告らを一体として

扱うよりほかに方法はなく、かつ、それが原告らの実体に即しているというべきである。 

 もっとも、前記認定事実(4)及び弁論の全趣旨に照らせば、販売費及び一般管理費並びに

営業外収入等は、経理担当者において、銀行勘定帳等を基におおむね正確に把握されていた

のであり、これらを原告ら個別に認定することは可能であったというべきであるから、売上

高及び売上原価の関係について両社一体として扱い、原告ら合算の売上総利益を算出した上

で、これを原告らに案分して原告ら個別の売上総利益を算出し、これに原告ら個別の販売費

及び一般管理費、営業外損益並びに特別損益をそれぞれ加減算して原告ら個別の所得の金額

を推計するという手法は、一定の合理性を有するものといえる。そして、売上総利益を原告

らに案分する割合としては、特に差を設けるべき事情もうかがえないから、原告らに２分の

１ずつの割合で売上総利益を案分するのが相当である。 

ウ 被告主張の推計方法の一般的な合理性は以上述べたとおりであるが、そこで算定される売

上総利益の数額に具体的な合理性が認められるか否かは、原告ら合算の売上高及び売上原価

の算定方法に基礎数値としての一定の正確性が認められるか否かに掛かっている。そして、

被告は、押収年間実績表記載の売上高を原告ら合算の売上高とし、復元年間実績表記載の売

上高と利益の差額（年間実績表上の純コスト）を原告ら合算の売上原価として主張するもの

であるから、その基礎数値としての正確性について検討する。 

(3) 原告ら合算の売上高の算定について 

ア 前記認定事実(3)エからカまでによれば、年間実績表記載の売上高は、原告らにおいて各

月に売上処理又は修理処理の際に入力された売上金額の合計から、返品処理された商品の売

上金額及び値引処理の際に入力された値引金額を控除したものと認められる。したがって、

年間実績表記載の売上高は、原告ら合算での売上高を正確に反映したものといえる。 

イ なお、押収年間実績表と復元年間実績表の売上げを比較すると、昭和６３年３月期の押収

年間実績表記載の昭和６３年３月分の売上高が、復元年間実績表の対応する売上高を、３０
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００万円下回っているため、いずれの金額を採用すべきかが問題となる（前記認定事実(8)

エ）。 

 前記認定事実(7)エ(イ)及び証拠（甲３（１４６頁））によれば、上記３０００万円の差額

が生じた原因は、Ｃが、昭和６３年３月３１日に昭和６３年３月期の押収年間実績表を出力

した後、同年４月１日にかけて、売上日付を同年３月３１日として、合計３０００万円の架

空売上げを入力したところ、これがＲ（年間集計マスター）に反映された結果、これを出力

した復元年間実績表の売上高に上記架空入力分が計上されたためであると認められる。した

がって、原告ら合算の売上高を認定するに当たっては、上記架空売上げの入力の影響を受け

ていない押収年間実績表記載の金額を採用するのが相当である。 

ウ これに対し、原告らは、原告ら合算の売上高を押収年間実績表記載の金額どおり認定する

のは不合理であり、別表４の「請求人主張（売上高）」の「②値引き戻り高の補正」、「③売

上げ返金の補正」及び「④売掛残と買掛残の違算の修正」欄記載の各金額を、原告ら合算の

売上高から減額すべきであると主張するので、以下検討を加える。 

(ア) 「②値引き戻り高の補正」について 

ａ 原告らは、別表４の「②値引き戻り高の補正」欄記載の金額は、原告らが「その他入

金（相殺）」として計上していた入金額であるところ、上記金額には、本来売上高から

減額されるべき「売上歩引」や「協賛金」等の値引戻り高が含まれているから、これを

売上高から控除すべきであると主張している。 

ｂ そこで、検討するのに、前記認定事実(3)カ(ウ)のとおり、原告らは、商品の値引き

を行う際に、計上する売上高は減額せず、その代わり入金用処理プログラムを使用して、

「その他入金（相殺）」の分類で、値引き相当金額の入金があったとして、売掛金を減

額する処理を行うことがあった。上記方法による値引き処理が行われた場合には、年間

実績表記載の売上高には、値引きが反映されないままになることからすると、「その他

入金（相殺）」の一部を売上高から控除すべきであるという原告らの主張にも全く理由

がないわけではない。 

 しかし、原告らは、昭和６１年９月期の確定申告では、「その他入金（相殺）」欄記載

の金額を原告Ｂの売上高から控除していたが、昭和６２年９月期及び昭和６３年９月期

の確定申告では、「その他入金（相殺）」欄記載の金額を売上高から控除する代わりに、

原告Ｂの支払手数料として損金の額に算入していたことが認められること（甲３（３８

８、３８９頁））からすると、「その他入金（相殺）」の中には原告らの損金として扱わ

れるべきものも相当程度含まれていたものとみるべきである。 

 そして、被告主張の推計方法は、昭和６１年９月期以前の「その他入金（相殺）」欄

記載の金額は売上高の中から控除すべきではなく、その代わりに支払手数料として原告

Ｂの「販売費及び一般管理費」に算入する方法によって、原告らの所得に反映すべきも

のとして処理しているのであり（甲２の２（３８、３９頁））、当該取扱いは、昭和６２

年９月期及び昭和６３年９月期における原告らの取扱いと平仄をそろえるものである

から、原告らの所得を把握する方法として相当性が認められる。したがって、原告らの

主張は採用できない。 

(イ) 「③売上げ返金の補正」について 

ａ 原告らは、株式会社Ｙ、Ｗ及び株式会社Ｚに対して、昭和６０年４月１日から同年７
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月１日までの期間に合計１５２３万７４００円の売上分の返金をしているにもかかわ

らずコンピューター上は処理がされていないから、上記金額が売上高から減額されるべ

きであると主張する。 

ｂ しかし、原告らが商品の販売先に対して返金をする場合には、商品の返品を受けるの

が通常であると考えられるが、原告らの主張する期間に当該取引先から商品の返品を受

けたという処理がされたことをうかがわせる事情は見当たらない。したがって、原告ら

が返金をしたことを裏付ける的確な証拠はないというべきであり、原告らの主張は採用

できない。 

(ウ) 「④売掛残と買掛残の違算の修正」について 

ａ 原告らは、平成元年３月末日現在、Ⓠ、Ⓡ、Ⓢ、ｄ株式会社、株式会社ｅ及びｆに対

する売掛金の残高については、各取引先が計上した買掛金の残高との間に違算が生じて

おり、その差額である別表４の「④売掛残と買掛残の違算の修正」欄記載の金額につい

ては売上高から減額されるべきであると主張する。 

ｂ 上記主張は、原告らの計上した売掛金の残高よりも原告らの取引先が計上した買掛金

の残高の方が信用性が高いことを前提とするものである。しかし、前記認定事実(3)、(4)

にみた販売管理システムの仕組み及び売掛金の管理状況に照らすと、原告らにおける売

上金の管理はある程度信頼性が高いと考えられ、具体的に原告らにおける売上げの集計

に問題があったことをうかがわせる事情もない。一方、原告らの主張する各取引先が計

上した買掛金残高というのは、原告らがはがきで行った照会に対する返信で示された金

額にすぎず（甲１３７）、相手方が買掛金の残高を過少申告している可能性も否定でき

ない。したがって、原告らの計上した売掛金の残高よりも原告らの取引先が計上した買

掛金の残高の方が信用性が高いとはいえず、原告らの主張は採用できない。 

エ 以上に照らせば、押収年間実績表記載の売上高は原告ら合算の売上高を正確に反映したも

のということができる。 

(4) 原告ら合算の売上原価の算出について 

ア 被告主張の推計方法は、原告ら合算での売上原価を、復元年間実績表記載の売上げ（ただ

し、昭和６３年３月分については、架空売上げであると認められる（前記(3)イ）３０００

万円を控除した金額。以下同じ。）と利益との差額（復元年間実績表上の純コスト）として

いる。前記認定事実(3)エからカまで、(5)によれば、上記金額は、対象期間内に売り上げら

れた各商品について入力された純コストの金額の合計から、同期間内に返品処理された各商

品の純コストの金額を控除したものを、ほぼ正確に集計したものであると認められる。 

 なお、前記認定事実(3)エ(イ)ｂのとおり、グループ売上げについては、 初に入力され

た商品の純コストに、売り上げられた商品数を乗じた金額が純コストとして記録されるから、

一番 初に読み込まれた商品の純コストとその余の商品の純コストが異なる場合には、個々

の商品の純コストが正確に集計されていないことになる。しかし、上記処理によれば、常に

過少な純コストが記録されるわけではなく、それと同じ頻度で過大な純コストが記録される

ことになると考えられるから、被告主張の推計方法の合理性を直ちに左右するものではない

とみるべきである。 

イ ところで、法人税法２２条４項、３項１号は、売上原価は、一般に公正妥当と認められる

会計処理の基準に従って計算されるものとし、企業会計原則は、棚卸資産を販売等した場合
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の売上原価は、「売上原価＝期首棚卸高＋期中仕入高－期末棚卸高」の計算方法を用いて算

定されるべきものとしている。しかし、一般に売上原価が上記方法によって算定されるべき

ものとされているのは、個々の棚卸資産の売上げごとに対応する原価を算定することが困難

であるからにすぎず、個々の商品ごとに仕入れ、製造、売上げ等の過程が管理されていて、

各商品の売上げに対応する原価が判明するといえるのであれば、直接これを売上原価として

計上することに問題はないといえる。したがって、商品ごとに入力されている純コストが、

各商品の仕入れ、製造、販売の過程で発生する原価を集積したものといえるのであれば、被

告の主張する売上原価の算定方法は会計処理の基準に照らしても妥当なものといえる。 

ウ 次に、純コストとして、個々の商品に対応する売上原価そのものが正確に入力されていた

かどうかを検討するに、前記認定事実(5)(ア)から(ウ)までのとおり、純コストには、基本

的に、個々の商品の仕入れ及び加工入庫時に、仕入代金（輸入商品については、輸入諸費用

を含む。以下同じ。）及び外注費が計上されていたと認められる。 

 もっとも、個々の商品の仕入れ、製造、販売の過程で発生する売上原価と認めるべき費用

は、これらにとどまるものではなく、個別商品の仕入れ、加工等の動きと連動しておらず、

商品１点当たりの金額を算定することが困難又は著しく煩雑な費用も含まれるものと考え

られるところ、これらの費用については、各商品の仕入又は加工入庫時において、実額で純

コストに反映させることは、実際上不可能といえる。また、前記認定事実(5)エのとおり、

丁は、商品の品質や売行きに応じて、純コスト金額を調整することがあり、その結果、個々

の商品と本来の原価が必ずしも対応しない場合が生じていたものと認められる。そうすると、

原告らにおいて、純コストとして、個々の商品に対応する売上原価そのものが正確に入力さ

れていたということはできない。 

エ しかしながら、前記認定事実(5)ウ(ア)、エによれば、丁は、輸入商品に関し、その一部

について、純コストの金額を３パーセント相当加算していたこと、社内加工された商品につ

いて、全く支払の事実のない架空の加工賃を各商品の純コストに上乗せしたり、金額を切り

上げるなどした上で純コストを入力したりしていたこと、原告らが生地類や部品類を外注加

工先に提供する場合には、これらを外注加工先に売り上げ、その代金を各外注加工先から請

求される外注費と相殺する扱いにすることによって、実際に支払われる外注費より高額の外

注費を計上していたことが認められる。これらの純コストの上乗せ状況等を考慮すると、丁

は、個々の商品の仕入代金及び外注費のみならず、これらには含まれない間接的な経費をも

純コストに反映させるため、様々な試みをしていたものということができる。 

 また、前記認定事実(5)エ(ウ)に認定した丁による純コストの調整については、いずれも

上乗せする純コストと減額する純コストを同額にして、全体の純コストの合計金額を変更し

ないようにしていたというのであるから、上記調整によって、個々の商品の純コストと売上

原価の対応関係が一部失われているとしても、一定期間に売り上げられた商品全体で見ると、

純コストの合計額が実際の売上原価の合計額に近似したものであるという評価の妨げには

ならない。 

 上記に加えて、前記認定事実(3)オ(イ)のとおり、昭和６１年６月頃以前に出力された押

収年間実績表の「利益」欄の金額は原告ら合算の売上総利益（ただし為替差損益による調整

をしていないもの）、昭和６１年６月頃以降に出力された押収年間実績表の同欄の金額は原

告ら合算の売上総利益（ただし為替差損益による調整をしていないもの）の２分の１を表示
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していたことになるところ、前記認定事実(3)オ(ウ)のとおり、丙は、押収年間実績表記載

の売上高や粗利益等を手帳に書き込むなどしていたというのである。これらの事実からする

と、丙は押収年間実績表の粗利益欄に記載された金額を、原告ら合算の売上総利益額（ただ

し昭和６１年６月頃以降に出力されたものについてはその２分の１の額）と認識し、そのま

ま是認していたものと考えられる。 

オ 以上に照らすと、個々の商品について入力された純コストをそのまま当該商品に個別的に

対応した売上原価とみることはできないものの、一定期間内に売り上げられた商品に係る純

コストを集積した結果である復元年間実績表上の純コストは、当該商品に対応する売上原価

を推認するための相当信頼に値する資料ということができ、原告らの売上原価を認定するた

めの基礎数値としての正確性が認められるというべきである。 

カ これに対し、原告らは、本件各事業年度において、年間実績表上の純コストには計上され

ていないが売上原価に計上されるべき金額が、合計４７億４５１６万８８２２円あるとして、

純コストの数値を売上原価とすることは不合理であると主張するので、以下検討を加える。 

(ア) 商品の紛失 

ａ 原告らは、被告主張の推計方法によると、商品の紛失による損金は売上原価に含まれ

ないことになるところ、原因が未解明のアンマッチは、全て商品の紛失が原因であり、

その評価額の合計である４億９８９３万６５８５円（在庫ファイルに登録されているも

のについて３億３９００万７４９５円、在庫漏れファイルに登録されているものについ

て１億５９９２万９０９０円）が売上原価に計上されるべきであると主張する。 

ｂ 確かに、被告主張の推計方法では、売り上げられた商品について入力された純コスト

を基に売上原価を算出するため、紛失した商品について入力された純コストに相当する

紛失損は売上原価に反映されないことになる。 

 そこで検討するのに、前記認定事実(3)の原告らにおける商品管理状況を踏まえてア

ンマッチの発生原因を考えると、商品の登録時の入力ミスや、商品タグの紛失等による

再登録等を原因とするコンピューターへの二重登録も考えられ、必ずしも商品の紛失が

原因であるとは限らないということができる。また、丁は平成元年４月末に●●●●番

台から●●●●番台の商品について棚卸しを実施した際に、多数のアンマッチが発見さ

れたところ（前記認定事実(6)イ）、仮に原告らが多数のアンマッチが商品の紛失による

もので損失が発生していたと考えていたならば、一時商品の盗難や横流しが判明した経

緯（前記認定事実(6)ウ）に鑑みても、そのことを問題視して、紛失の原因を解明し、

その防止策を講じようと試みるのが自然である。しかし、原告らにおいて、そうした対

応をとった様子がうかがえないことからすると、原告らは商品の紛失以外の原因によっ

てアンマッチが生じていると理解していたものと推認でき、現に、丁は、本件刑事事件

の捜査段階において、アンマッチ未解明分の原因について、商品のタグを作成し直す際

の二重入力、仕入れを入力する時の二重入力又は出庫の時の入力のし忘れであり、原告

らにおいては、商品の盗難や横流しはなかった旨供述しているところである（乙８３）。 

ｃ 以上からすると、原告らにおいて商品が紛失したことによってアンマッチが生じてい

たとしても、それによる損失は大きくないというべきであり、当該紛失損が売上原価に

反映されないことを考慮したとしても、なお被告主張の推計方法の一応の合理性は否定

されないというべきである。 
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(イ) 評価損について 

ａ 原告らは、丁らは、本件査察時に商品タグが付いていない商品等及びクリーニング室

に保管されていた商品につき、商品の陳腐化による評価損が生じており、取得原価と時

価との差額である９５２８万４０３８円（Ｌ（商品マスター）等の在庫ファイルに登録

されているものについて３７０８万１９７４円、Ｓ（在庫漏れファイル）に登録されて

いるものについて５８２０万２０６４円）は、売上原価に計上されるべきであると主張

する。 

ｂ そこで検討するのに、法人税法３３条１項は、資産の評価損を原則として損金の額に

算入しないものとし、例外として、同条２項で、内国法人の有する資産につき、災害に

よる著しい損傷により当該資産の価額がその帳簿価額を下回ることとなったことその

他の政令で定める事実が生じた場合において、その内国法人が当該資産の評価換えをし

て損金経理によりその帳簿価額を減額したときは、その評価換えをした日の属する事業

年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入するものとしている。このように、法人税

法は、評価損を損金に算入できる場合を限定した上で、損金経理によりその帳簿価額を

減額したことを、評価損を損金に算入するための要件としている。そして、原告らは、

本件各事業年度を通じて、棚卸資産の評価換えの経理処理を経て確定決算上評価損とし

て計上したことはなかったと認められる（甲３（３７２から３７４頁）、乙１１から１

３まで、１９から２２まで）から、原告らの主張する評価損を損金の額に算入すること

はできず、原告らの商品に係る評価損が売上原価に反映されなかったとしても、被告主

張の推計方法の合理性を左右するものではないというべきである。 

ｃ なお、原告らは、本件各事業年度において評価損の反映されない推計方法によって売

上原価を算出した場合、その後の事業年度において通常の計算方法によって売上原価を

算出している結果、本件各事業年度後に商品を廉価販売した分については、評価損に係

る損失が計上できないままとなり、不当であるとも主張するようである。確かに、原告

らが本件各事業年度直後の事業年度（原告Ａについて平成２年３月期、原告Ｂについて

平成元年９月期）の期首棚卸高の算出において、その時点の時価（すなわち、仕入後に

生じた評価損を反映した価格）によって評価しているのであれば、原告らにおいて評価

損に係る損失を計上する機会は失われることとなる。しかし、評価損の発生時期及びそ

の金額を事後的に確定した上、所得の推計過程で評価損を適切に反映することは極めて

困難であるところ、その原因は、原告らが実地棚卸しや損金経理をせず、適切な棚卸高

の管理を怠っていたことにあることからすると、そのような結果が生じたとしてもやむ

を得ないというべきである。 

(ウ) 仕入高の補充されるべき金額 

ａ 原告らは、①●●●●番台の商品（前記認定事実(3)エ(イ)ａ(a)参照）のうち、一定

の仕入日が入力されている商品については、売上時点における商品の時価を純コストと

して入力しているところ、本件各事業年度においては商品価格が下落傾向にあったため、

入力された純コストは、実際の仕入価格より低額になっているから、差額である３億０

８８９万６３２３円が売上原価に計上されるべきである（別表７「純コスト合計」①参

照）、②純コストが０とされている商品については、純コストに本来入力されるべき金

額より低額な金額が入力されているものであり、その差額は１６１７万２４７２円（同
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表「純コスト合計」②から⑧までの合計金額に相当する。）であるから、上記金額は売

上原価に計上されるべきであると主張する。 

ｂ しかし、上記①の主張について、原告らが３億０８８９万６３２３円という金額を主

張する根拠は、必ずしも明らかではない（なお、証拠（甲１２）によると、上記金額は、

売り上げられた商品について実際に入力されていた純コストの合計額であるようにみ

え、計上漏れの金額とは無関係というべきである。）。 

 加えて、証拠（甲１２から１４まで）によると、●●●●番台の商品は、その大部分

が販売促進商品、カタログや納品書、副資材・部品類又はスクラップ商品等であって、

元々商品として個別管理することが予定されておらず、それ自体の販売の重要性は低く、

仮に商品価格の下落の影響により、原告らが仕入価額より低額な金額を純コストに入力

していたとしても、原告らが売り上げた全商品の売上原価に占める割合はわずかなもの

であるとみることができる。加えて、原告らの主張する「●●●●番台の商品のうち、

一定の仕入日が入力されている商品」の売上金額の合計は、３億２６０４万３５０７円

（３億０１８０万５９１７円＋５５５万１１５円＋１８３７万８５００円＋３０万７

９７５円）であり、これに係る純コストの金額が３億０８８９万６３２３円（２億８６

５３万７９６０円＋４３５万７４５７円＋１７８２万４４１３円＋１７万６４９３円）

であり、純コストの金額の売上金額に占める割合が９４．７パーセントになっているこ

とからすると、全体として、売上時に適正な純コスト又はそれを上回る純コストが入力

されていたものと推認できる。 

 以上からすると、原告らの主張は採用できない。 

ｃ また、上記②の主張について、原告らは、一部の商品について減額した金額を純コス

トとして入力し、他の商品に同額の純コストを上乗せすることがあったというのである

から（前記認定事実(5)エ(ウ)）、個々の商品の純コストについて、本来入力されるべき

金額より低い金額が入力されていたとしても、そのことが直ちに全体としての売上原価

の過少計上につながるものではない（前記ウからオまで）。したがって、純コストが０

とされている商品のみに着目して、売上原価の過少計上があるということはできず、原

告らの主張は採用できない。 

(エ) 棚卸し商品の評価損 

ａ 原告らは、本件査察調査時点の棚卸商品には、損傷や陳腐化等の原因による評価損が

生じたものがあり、合計８億４５４２万６３６３円が売上原価に計上されるべきである

と主張する。 

ｂ しかし、原告らは、本件各事業年度を通じて、棚卸資産の評価換えの経理処理を経て

確定決算上評価損として計上したことはなかったと認められるから（甲３（３７４頁））、

前記(イ)に述べたとおり、原告らの商品に係る評価損が売上原価に反映されないことは、

被告主張の推計方法の合理性を左右するものではない。 

(オ) 「 終仕入原価法」による棚卸金額の減額について 

ａ 原告らは、原告らの棚卸資産の評価は、「 終仕入原価法」によって行うべきである

ところ、円高の進行及び輸入商品のドル建て価格の下落によって、本件各事業年度の期

間に合計９億５６０８万７４３４円の棚卸高の減少が発生しており、上記金額が売上原

価に計上されるべきであると主張する。 
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ｂ しかし、 終仕入原価法は、期末棚卸資産をその種類等（種類、品質及び型）ごとに

分類した上で、その分類ごとに、それぞれの数量に 終に仕入れた商品の原価を乗じて

評価するというものであるところ、原告らの取扱商品は、原毛皮の原産地及び品質、製

品のデザイン、サイズ等の仕上状況等がそれぞれ異なる商品であって、現に原告らは、

●●●●番台の商品以外は個々の商品ごとに個別管理を行っていたこと（前記認定事実

(3)）からすると、●●●●番台の商品以外の商品については、 終仕入原価法に適し

た種類等ごとに分類することが可能な商品ではなかったというべきである。 

 ところで、法人税法施行令３１条２項は、税務署長は、内国法人が棚卸資産につき選

定した評価の方法（評価の方法を届け出なかった内国法人がよるべきこととされている

評価の方法を含む。）により評価しなかった場合において、その内国法人が行った評価

の方法が同施行令２８条１項に規定する評価の方法のうちいずれかの方法に該当し、か

つ、その行った評価の方法によってもその内国法人の各事業年度の所得の金額の計算を

適正に行うことができると認めるときは、その行った評価の方法により計算した各事業

年度の所得の金額を基礎として更正又は決定をすることができるものとしている。そし

て、原告らは、商品を個別管理し、各商品ごとに純コストを記録していたことに照らす

と、同施行令２８条１項１号イの個別法の方法によってもその内国法人の各事業年度の

所得の金額の計算を適正に行うことができるというべきである。 

 以上によれば、当該商品に係る実際の仕入代金等が入力された純コストを基に売上原

価を認定しているため、本件各事業年度における円高の進行及び輸入商品のドル建て価

格の下落が考慮されないとしても、一定の正確性をもって原告らの売上原価を把握でき

るとの評価は左右されないというべきである。 

ｃ なお、原告らは、被告の主張する売上原価の推計方法は、本件各事業年度における為

替変動が反映されておらず、その後の事業年度は、通常の計算方法によって売上原価を

算出している結果として、 終仕入原価法を用いることによって計上できたはずの損失

が、その後の事業年度においても計上できないままとなり、不当であるとも主張するよ

うである。しかし、処分行政庁が、本件各事業年度原告らの行っていた個別法により計

算した所得の金額を基礎として更正等をすることができるのは、上記ｂのとおりであっ

て、仮にその後の事業年度について原告らが本来的な資産の評価方法を採用したことに

より、上記損失が計上できなくなったとしても、そのような事態は元々法人税法施行令

が予定しているというべきであるから、原告らの主張は採用できない。 

(カ) 純コストが低額なもの 

ａ 原告らは、売上ファイル中の純コストの金額が売上金額の半分以下となっている商品

については、純コストに本来入力されるべき金額より低額な金額が入力されているもの

であり、その差額は１８０万９４８８円であるから、上記金額は売上原価に計上される

べきであると主張する。 

ｂ しかし、純コストに本来入力されるべき金額より低額な金額が入力されている商品が

存在することが直ちに売上原価の過少計上につながるものではないことは、前記(ウ)に

述べたとおりである。また、丁による入力ミスによって純コストが過少に入力される可

能性は否定できないものの、それと同じ確率で過大に入力されることも併せ考慮すると、

個々の商品について単に純コストが低額とされていることをもって、被告主張の推計方
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法の合理性は否定されないというべきである。 

(キ) 純コストが０とされているもの 

ａ 原告は、売上ファイル中の純コストの金額が０となっている商品については、純コス

トに本来入力されるべき金額との間に差額が生じているから、差額である３２９万９２

９０円は、売上原価に計上されるべきであると主張する。 

ｂ しかし、純コストに本来入力されるべき金額より低い金額が入力されていたとしてい

る商品が存在することが直ちに売上原価の過少計上につながるものではないのは、前記

(ウ)、(カ)に述べたとおりである。 

(ク) グループ売上げ（●●●●番台）の純コストについて 

ａ 原告らは、●●●●番台から●●●●番台までの商品については、売り上げた商品の

純コストが、正確に集計されていないところ、正しく集計された場合の金額との差額は

９５７８万０７０８円であり、これは売上原価に計上されるべきであると主張する。 

ｂ しかし、グループ売上げについて純コストが正確に集計されないことが直ちに売上原

価の過少計上につながるものではないのは、前記アに述べたとおりであり、原告らの主

張は採用できない。 

(ケ) Ｑ商品の純コストについて 

ａ 原告らは、Ｑ商品については、プログラムミス等から、売り上げた商品の純コストが、

正確に集計されていないところ、正しく集計された場合の金額との差額は８１５１万１

７８３円であり、これは売上原価に計上されるべきであると主張する。 

ｂ しかし、原告らはプログラムミスの内容について、具体的に主張しておらず、原告ら

の引用する証拠（甲１０６、１０８、１１３、１１５、１１９、１２０、１２８）をみ

ても、純コストの過少計上につながるプログラムミスがあったことを認めるに足りる証

拠はない。 

ｃ なお、原告らが正しく集計された場合の金額との差額は８１５１万１７８３円である

と主張する根拠は主張上明確ではないが、証拠（甲５１）によると、①売上ファイル上

に記録されたＱ商品２万１２１１点のうち、本体、襟及びライナーの各品番や純コスト

の明細が完全に記録されている５２９８件の売上げデータから、純コストが０となって

いるもの、加工賃のみ純コストに反映しているもの、加工賃より純コストが安いもの、

本体の純コストが加工賃よりも安いもの（１４７件）を除いた５１５１件を抽出する、

②上記５１５１件について、上４桁の品番別に分類すると７３種類となり、各品番ごと

に純コストの合計金額を商品点数で除することにより、各品番ごとの平均純コストを算

出する、③売上ファイル上に記録されたＱ商品のうち、②の７３種類の品番の商品は１

万２７９３件存在し、これに②の平均純コストを用いてあるべき純コストの合計額を算

出すると、４億９０５５万８９９５円となるが、実際に記録されている純コストの合計

額は４億４３３４万１３０３円であり、４７２１万７６９２円（実際に記録されている

金額の１０．６５パーセント）の過少計上が生じている、④売上ファイル上に記録され

たＱ商品のうち、②の７３種類の品番以外の商品８４１８点について、実際に記録され

ている純コストの合計額は３億２２０１万０２５０円であるから、これに１０．６５パ

ーセントを乗じた３４２９万４０９１円の過少計上が生じている、⑤したがって、売上

ファイルに記録されたＱ商品全体で、４７２１万７６９２円＋３４２９万４０９１円＝
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８１５１万４０９１円の過少計上が生じている、というものと理解できる。 

 しかし、上記計算方法は、品番ごとの純コストの平均額を算出する際に、純コストが

０となっているもの、加工賃のみ純コストに反映しているもの、加工賃より純コストが

安いもの、本体の純コストが加工賃よりも安いものは誤った入力がされたものとして、

これらを算定の基礎から除外している。前記認定事実(5)エ(ウ)のとおり、丁は一部の

商品について純コストに減額した金額を入力し、他の商品に同額の純コストを上乗せす

ることがあったというのであるから、純コストが０又は低額の金額が入力されている商

品を除外しながら、純コストが上乗せされた商品を除外しないという原告らの平均純コ

ストの算出方法は、平均純コストを過大に見積もるものといわざるを得ず、原告らの主

張する金額には合理的な根拠がない。 

(コ) 間接経費について 

 原告らは、純コストとして入力されていない間接経費が１億８２６７万８３４８円（国

内仕入れ及び外注費に係るものが１億４７５５万９２６６円、輸入仕入れに係るものが２

５０７万９０８２円）発生しているから、これを売上原価に計上するべきであると主張す

る。 

 しかし、前記(4)ウからオまででみたところによれば、上記間接経費は純コストに反映

されているものと推認できるので、年間実績表上の純コストの集計額から一定の正確性を

もって原告らの売上原価を把握できるとの評価は左右されないというべきである。 

(サ) 空き品番について 

ａ 原告らは、コンピューター・データ上の空き品番は、商品の紛失等によって生じたも

のであり、６億８１３９万２７５８円が売上原価に計上されるべきであると主張する。 

ｂ しかし、原告らにおいて商品の紛失はまれであったと考えられることは、前記(ア)の

とおりである。そして、空き品番が発生する原因としては、商品の紛失以外にも、商品

の二重登録が判明したときの商品データの抹消、グループ売上げの際の商品データの抹

消（前記認定事実(3)エ(イ)ｂ）、Ｑ商品の売上げの際の●●●●番台の商品データの抹

消（前記認定事実(3)エ(イ)ｃ）等が考えられることからすると、仮に商品の紛失を原

因に空き品番が生じていたとしても、それに係る損失は大きくないというべきである。

したがって、空き品番に対応する商品の一部が紛失している可能性があり、それによる

損失が純コストに反映されないことを考慮したとしても、年間実績表上の純コストの集

計額から一定の正確性をもって原告らの売上原価を把握できるとの評価は左右されな

いというべきである。 

(シ) 原毛皮について 

ａ 原告らは、仕入れた原毛皮等の中に、不良品が発生したり、外注加工先において紛失

したりするなどして製品化されなかったものがあり、これらによって５億６１５３万４

９９５円の損失が生じているから、上記金額は売上原価に計上されるべきであると主張

する。 

ｂ まず、原毛皮等に不良品が発生したことによる損失についてみると、原告らは、加工

先から返納を受けた不良品については、その一部をスクラップ売上げの対象としたほか

は、Ａビルの中等にそのまま保管していたと認められる（甲３（４７、４８頁））から、

上記不良品の発生による損失は、その大半が資産の評価損であるというべきである。そ
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して、原告らは、本件各事業年度を通じて、棚卸資産の評価換えの経理処理を経て確定

決算上評価損として計上したことはなかったと認められるから（甲３（３７４頁））、前

記(イ)に述べたとおり、原告らの商品に係る評価損が売上原価に反映されないことは、

被告主張の推計方法の合理性を左右するものではない。 

ｃ また、原告らの外注加工先において商品が紛失する事態が多かったことをうかがわせ

る証拠はないし、これが生じた場合でも、それに係る損失は外注加工先が負担するのが

通常であり、原告らがこれを負担することは例外的であると考えられる。したがって、

外注加工先における商品の紛失を理由に発生した紛失損が売上原価に反映されないこ

とを考慮したとしても、年間実績表上の純コストの集計額から一定の正確性をもって原

告らの売上原価を把握できるとの評価は左右されないというべきである。 

(ス) 純コストを減額して入力した商品について 

ａ 原告らは、為替の変動や原毛皮価額の相場の下落等を考慮し、純コストに原材料費及

び加工賃を減額した金額を入力した商品が存在し、その差額は２９万８６５２円であり、

上記金額は売上原価に計上されるべきであると主張する。 

ｂ しかし、純コストに本来入力されるべき金額より低い金額が入力されている商品が存

在することが直ちに売上原価の過少計上につながるものではないのは前記(ウ)、(カ)、

(キ)に述べたとおりである。したがって、原告らの主張は採用できない。 

(セ) 返品後に空き品番とされた商品の純コストについて 

ａ 原告らは、返品を受けた商品について、在庫ファイルに当該商品に係る品番がないも

のが存在するところ、その原因は商品の紛失等であるから、その純コストの合計額であ

る３６１４万３７０３円が売上原価に計上されるべきであると主張する。 

ｂ しかし、原告らにおいて商品の紛失はまれであったと考えられること、空き品番が発

生する原因は、商品の紛失以外にも考えられることは前記(サ)に述べたとおりである。

したがって、原告らの主張は採用できない。 

(ソ) 返品後に紛失した商品について 

ａ 原告らは、返品を受けた商品について、Ｓ（在庫漏れファイル）に当該商品に係るデ

ータが存在するが、その他の在庫ファイルにデータがないものが存在するところ、その

原因は商品の紛失等であるから、その純コストの合計額である３３７７万９５３２円が

売上原価に計上されるべきであると主張する。 

ｂ しかし、原告らにおいて商品の紛失はまれであったと考えられることは前記(サ)に述

べたとおりである。したがって、原告らの主張は採用できない。 

(タ) 二重入力された商品について 

ａ 原告らは、在庫ファイルに二重入力されたデータに係る純コスト１５８１万４９８０

円は売上原価に計上されるべきであると主張する。 

ｂ しかし、データの二重入力がされることによって、原告らに損失が生じる理由は明ら

かではなく、原告らの主張は採用できない。 

(チ) 簿外で仕入れた商品について 

ａ 原告らは、仕入先コードが●●●、●●●又は●●●となっている商品データは、簿

外で仕入れた商品であって公表経理に表れておらず、仕入れ原価である３億３２５９万

７４１４円が売上原価に計上されるべきであると主張する。 
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ｂ しかし、被告主張の推計方法においては、売上処理がされた商品について入力された

純コストの数字を基礎に売上原価を算定しているのであって、簿外で仕入れた商品であ

っても、その仕入れ原価を別途売上原価に計上しなければならないものではないから、

原告らの主張は採用できない。 

(ツ) 小括 

 以上みたとおり、本件各事業年度において、純コストには計上されていないが売上原価

に計上されるべき金額があるとの原告らの主張は、いずれも採用できない。 

キ なお、原告らは、本件各事業年度に仕入れられた商品に係る純コストを合計すると、１２

７億６７２５万１０９２円になるが、本件各事業年度の仕入高の合計額は１０９億１４７９

万１２５９円であり、１８億５２４５万９８３３円の差が生じていることは不合理であると

も主張する。 

 しかし、「１２７億６７２５万１０９２円」という金額は、本件各事業年度に仕入れられ

た商品について入力された純コストの合計ではなく、これに原告らが推測により補充した金

額を加算したものである（平成２１年７月３０日付け第１準備書面の別添３⑪から⑭まで）

ところ、上記金額の正確性については何らの検証もされていないから、このことをもって売

上原価の把握が正確性を欠き、被告主張の推計方法も合理性を欠くことになるとみるのは相

当でない。 

ク 以上述べたところによれば、被告主張の推計方法において、原告ら合算での売上原価を、

復元年間実績表記載の売上げと利益の差額としたことについて、一応の合理性が認められる。 

(5) 為替差損益について 

ア 被告主張の推計方法においては、営業外損益として「為替差損益」という勘定項目が設け

られているが、証拠（乙６５、６６、６９）及び弁論の全趣旨によれば、「為替差損益」に

計上されている金額は、原告らが輸入商品の仕入代金として純コストに入力した金額と、実

際の決済金額との差額であると認められる。 

イ 前記認定事実(5)イのとおり、原告らにおいて輸入商品について商品の仕入代金を純コス

トとして入力する金額は、輸入代金をその入力時点における為替相場に基づいて円換算した

ものであったため、決済額の基準となる為替相場が仕入れ入力時点と異なる場合には、実際

の決済金額と純コストに入力された金額の間に差が生じることになる。 

 仕入れに係る売上原価を算定する場合には実際に原告らが支払った金額を基礎とすべき

であると考えられるので、前記(4)の方法で算定された「売上原価」に、上記アの「為替差

損益」を加減算することによって、より正確な売上原価が算出されるものといえるから、営

業外損益として「為替差損益」を計上したことは正当であり、これに反する原告らの主張は

採用できない。 

(6) その他の主張について 

ア 同業者の申告所得率との比較 

(ア) 原告らは、同業者４社の申告所得率は、おおむね売上高の１パーセント前後であると

ころ、被告主張の推計方法によって算出される原告らの所得率は、１０パーセントを超え

る年度もあり、不合理であると主張する。 

(イ) しかし、原告らは２社で売上げ、仕入れ、外注加工及び在庫等の管理を区別すること

なく一体で行うなど、その事業形態に相当な特殊性がある上、証拠（乙５４）によれば、
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原告らが比較対象として主張する４社のうちの３社は、本件刑事事件係属中に既に倒産し

ていたというのであるから、適切な比較対象であるとはいい難い。したがって、原告らの

所得率が、上記４社の申告に係る所得率を上回っていることをもって、直ちに被告主張の

推計方法が合理性を欠くことにはならない。 

イ 本件刑事判決との比較 

(ア) 原告らは、本件刑事事件において、検察官は被告主張の推計方法と同様の主張をして

いたが、本件刑事判決では当該推計方法に問題を含んでいると判断されていることを指摘

する。 

(イ) 確かに、本件刑事事件が認定した原告ら合算の売上総利益は、被告主張の推計方法に

より算定された原告ら合算の売上総利益から、①為替差損益の金額を減額し、②売上総利

益からその５パーセントに相当する金額を減額するという処理をした金額であることが

認められる（甲３、甲４）。 

 しかし、本件刑事判決は、「「年間実績表」上の利益金額は、売上原価を推認するため

の資料として充分信頼に値するものであり、他に適切な方法のない本件事案にあってはこ

れを基礎として売上原価を認定することに合理性がある」としつつ、「法人税法違反被告

事件においてほ脱所得金額を認定するに当たっては、合理的な疑いを差し挟む余地のない

程度の証明が要求されるのであるから、「年間実績表」上の金額をそのまま被告各会社の

粗利益金額として認定することは、これが過大に計上されている可能性が残されている以

上、「疑わしきは被告人の利益」の原則に反し、許されない」という考えに基づき、①為

替差損益の金額を減額し、②売上総利益からその５パーセントに相当する金額を減額する

という処理をしたものであり（甲３（４２５、４２６頁））、課税処分の適法性を基礎づけ

る上で、所得の推計方法として一応の合理性が認められるか否かという観点からの判断の

下に減額処理をしたものではない。被告主張の推計方法に一応の合理性が認められること

は、上記(1)から(5)までにみたとおりであるから、原告らの主張には理由がない。 

４ 争点(3)（原告ら主張の推計方法との合理性の比較）について 

(1) 前記３(1)のとおり、被告主張の推計方法に一応の合理性が認められる場合、当該推計方法

によって算出される課税標準等の額が真実の課税標準等の額に合致すると事実上推定される

というべきであるが、推計課税は、飽くまでも所得金額を実額により直接証明できない場合の

代替的な課税手段であり、実額との近似性が認められることを要件に認められるのであるから、

納税者において、課税庁の推計よりも合理的で実額に近いと認められる推計方法が存すること

を主張、立証した場合には、上記事実上の推定は覆され、当該納税者の推計によって算出され

る課税標準等の額が真実のそれに合致するものと推認されることになる。 

(2) 証拠（甲１２７）及び弁論の全趣旨から、原告ら主張の推計方法の具体的な計算過程は、

以下のとおりであると理解できる。 

ア 原告ら合算の売上高 

 被告主張の原告ら合算の売上高から、別表４の「請求人主張（売上高）」の「②値引き戻

り高の補正」、「③売上げ返金の補正」及び「④売掛残と買掛残の違算の修正」欄記載の各金

額を減額して算出する。 

(ア) 原告Ａ 

 昭和６１年３月期  ２４億５０５８万４７９０円 
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 昭和６２年３月期  ３２億５８８３万５５５０円 

 昭和６３年３月期  ３１億７４９８万２６６０円 

 平成元年３月期   ２１億９９７８万２７４２円 

(イ) 原告Ｂ 

 昭和６１年９月期  ２８億２０９０万０４７６円 

 昭和６２年９月期  ３１億１７５６万４９０１円 

 昭和６３年９月期  ２８億５４９１万３９８２円 

イ 昭和６０年４月１日の棚卸高（期首棚卸高） ２７億８９４５万４２５８円（下記(ア)＋

(イ)＋(ウ)の金額） 

(ア) 仕入日が昭和６０年３月３１日以前と登録されている商品の純コストの合計（ただし、

ファイルごとに決まる解明率（ファイルに登録されている商品データのうち、仕入れの実

体があることが解明できた割合をいう。）による調整をしたもの。以下、原告ら主張の推

計方法において同じ。）９億６８６５万６６９７円 

(イ) 仕入日が昭和６０年４月１日から平成元年１０月１４日までの間の日と登録されて

いる商品の純コストのうち、期首棚卸高を構成する金額 １５億５２６１万１４５７円 

(ウ) コンピューターに入力されていない商品 ２億６８１８万６１０４円 

ａ 純コストに反映されていない仕入高 １億８２６７万円 

ｂ 陶芸セット及びアクアソイル（園芸用品） ６８３０万４５００円 

ウ 平成元年３月３１日現在の棚卸高（期末棚卸高） １３億５３７８万５７６４円（下記

（(ア)＋(イ)－(ウ)）×(エ)の金額） 

(ア) 平成元年１０月１４日時点の棚卸高 ２５億３５９４万８５４０円 

 査察官が認定した同日時点の棚卸高（２６億３７９６万２８３７円）については、①委

託在庫の扱い、②関税未納分の扱いに問題があったため、必要な補正を加えた。 

(イ) 平成元年４月１日から同年１０月１４日までに販売した商品の売上原価 １０億２

７５３万０９５７円 

(ウ) 平成元年４月１日から同年１０月１４日までの仕入高 １２億７１６５万００５５

円 

(エ) 終仕入原価法による補正率 約５８．２８パーセント 

エ 通算事業年度（昭和６０年４月１日から平成元年３月３１日まで）における仕入高 ９６

億４３１４万１２０４円 

 被告の主張する金額と同一である。 

オ 通算事業年度における原告ら合算の売上原価 １１０億７８８０万９６９８円 

 上記イの金額に上記エの金額を加え、上記ウの金額を減じた。 

カ 通算事業年度における原告ら合算の売上原価の補正額 ２６億１３５３万８９６５円 

 上記オの金額から、通算事業年度における年間実績表上の純コストの合計額を減じた。 

キ 通算事業年度における原告ら合算の売上原価の補正額の通算事業年度における原告ら合

算の売上高全体に占める割合 ０．２３５７９ 

 通算事業年度における原告ら合算の売上高（前記ア(ア)の各金額の合計額）で、上記カを

除した。 

ク 本件各事業年度における原告ら合算の売上原価の補正額 
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本件各事業年度の原告ら合算の売上高に上記キの割合を乗じた。 

(ア) 昭和６０年４月～昭和６０年９月  ２億０４１７万０８２７円 

(イ) 昭和６０年１０月～昭和６１年３月 ３億７３６５万２５５９円 

(ウ) 昭和６１年４月～昭和６１年９月  ２億９１４８万７５６３円 

(エ) 昭和６１年１０月～昭和６２年３月 ４億７６９１万３２７０円 

(オ) 昭和６２年４月～昭和６２年９月  ２億５８１７万７３５７円 

(カ) 昭和６２年１０月～昭和６３年３月 ４億９０４５万１８０４円 

(キ) 昭和６３年４月～昭和６３年９月  １億８２７０万８３６３円 

(ク) 昭和６３年１０月～平成元年３月  ３億３５９７万８４０９円 

ケ 本件各事業年度における原告ら合算の売上原価 

 上記クの金額を、被告主張の原告ら合算の売上原価に加えた。 

(ア) 原告Ａ 

 昭和６１年３月期 ２４億８６３８万３３９０円 

 昭和６２年３月期 ３１億９１２５万３４３３円 

 昭和６３年３月期 ３１億０５０２万８０４０円 

 平成元年３月期  ２３億０６１５万６０２２円 

(イ) 原告Ｂ 

 昭和６１年９月期 ２８億２５５１万９６５４円 

 昭和６２年９月期 ３０億３６９７万６５５３円 

 昭和６３年９月期 ２８億４１０２万８１８０円 

コ 原告ら個別の売上総利益 

前記アの金額から、上記ケの金額を減じて、それを２で除した。 

(ア) 原告Ａ 

 昭和６１年３月期 △１２８９万４３００円 

 昭和６２年３月期  ３３７９万１０５９円 

 昭和６３年３月期  ３４９７万７３０９円 

 平成元年３月期  △５３１８万６８７４円 

(イ) 原告Ｂ 

 昭和６１年９月期 △２３０９万０５８９円 

 昭和６２年９月期  ４０２９万４１７５円 

 昭和６３年９月期   ６９４万２９０１円 

(3) 上記(2)の原告ら主張の推計方法の合理性について検討するのに、同推計方法については以

下の問題点を指摘することが可能である。 

ア 本件各事業年度の売上高について 

 原告らの主張する本件各事業年度の売上高は、被告主張の売上高から、別表４「請求人主

張（売上高）」の「②値引き戻り高の補正」、「③売上げ返金の補正」及び「④売掛残と買掛

残の違算の修正」欄記載の各金額を減額したものである。しかし、上記減額をする理由がな

いことは、前記３(3)ウに述べたとおりである。 

イ 商品の紛失について 

 原告らの主張する期首棚卸高（２７億８９４５万４２５８円）には、①Ｌ（商品マスター）
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に登録されているが、現品が存在しない商品、②Ⓣ（在庫漏れファイル）に登録されている

商品（アンマッチ）、及び③「空き品番となっているが仕入れの事実が確認された商品」も

含まれている。この点につき、原告らは、これらの商品は、本件通算事業年度中に紛失した

可能性が高いから、期首棚卸高を構成するとしている。しかし、原告らにおいて商品の紛失

はそれほどなく、アンマッチ（①、②）及び空き品番（③）の発生の原因は紛失以外のもの

が大部分であると考えられることは、前記３(4)カ(ア)、(サ)でみたとおりである。また、

仮にアンマッチ（①、②）及び空き品番（③）の発生の原因が紛失によるものであったとし

ても、通算事業年度より前に商品が紛失している可能性は残り、通算事業年度内に損失が生

じていたとは限らない。 

ウ 間接経費 

 原告らの主張する期首棚卸高（２７億８９４５万４２５８円）には、純コストの入力の際

に直接入力されない間接経費１億８２６７万８３４８円（国内仕入れ及び外注費に係るもの

が１億４７５５万９２６６円、輸入仕入れに係るものが２５０７万９０８２円）が含まれて

いる。しかし、丁が入力していた純コストに間接経費が反映されていると考えられることは、

前記３(4)ウからオまで、カ(コ)に述べたとおりであるから、原告ら主張の推計方法による

と、間接経費を二重に計上していることになる。 

エ 終仕入原価法について 

 原告ら主張の推計方法は、期末棚卸高の評価の際に 終仕入原価法を用いると、棚卸資産

の評価は被告主張額の約５８．２８パーセントになるとしている。 

 しかし、原告らにおいては、●●●●番台の商品以外は個々の商品ごとに個別管理を行っ

ていたのであり、 終仕入原価法を用いて棚卸資産を評価するのが必ずしも合理的とはいえ

ないことは前記３(4)カ(オ)に述べたとおりである。 

(4) 以上のとおり、原告ら主張の推計方法には多くの問題点があり、被告主張のそれを上回る

合理性を有するとは認められないというべきである。 

５ 争点(4)（原告Ａに係る貸倒損失等の損金の額への算入の可否）について 

(1) 総論 

 法人の各事業年度の所得の金額の計算において、金銭債権の貸倒損失を法人税法２２条３項

３号にいう「当該事業年度の損失の額」として当該事業年度の損金の額に算入するためには、

当該金銭債権の全額が回収不能であることが客観的に明らかでなければならず、そのことは、

債務者の資産状況、支払能力等の債務者側の事情のみならず、債権回収に必要な労力、債権額

と取立費用との比較衡量、債権回収を強行することによって生ずる他の債権者とのあつれきな

どによる経営的損失等といった債権者側の事情、経済的環境等も踏まえ、社会通念に従って総

合的に判断されるべきである（ 高裁判所平成１６年１２月２４日第二小法廷判決・民集５８

巻９号２６３７頁参照）。 

 そして、ある事業年度において貸倒損失等の損金の額への算入が可能であることが客観的に

明らかになっている場合には、当該事業年度の損金の額に算入すべきものであって、それより

後の事業年度の損金の額に算入することは、各事業年度ごとに発生した益金の額から損金の額

を控除して算定された所得の金額を法人税の課税標準としていることに照らし、認められない

というべきである。 

 以上を前提にして、貸倒損失等に係る原告らの主張につき検討を加える。 



36 

(2) Ｖ（Ｕ） 

ア 原告Ａは、原告Ｂから裏書譲渡を受けた、原告ＢがＶから売掛債権及びこれに対する利息

の支払として受け取った＜１－１＞及び＜１－２＞の各手形（＜１－１＞の手形とは、別表

６記載の手形のうち、番号「１－１」の手形を示す。他も同様に表記する。）はいずれも回

収不能となったところ、処分行政庁は＜１－２＞の手形に係る手形債権（２５３０万円）の

み原告Ａの昭和６２年３月期の貸倒損失として認容したが、＜１－１＞の手形に係る手形債

権（７５万９０００円）も、同様に同事業年度の貸倒損失として損金の額に算入されるべき

であると主張する。 

イ そこで検討するのに、被告主張の推計方法においては、押収年間実績表記載の売上高を基

礎として原告Ａの売上高を算出している（前記２(3)）のであるから、押収年間実績表記載

の売上高に計上されていない売上げについては、対応する債権が貸倒れとなったとしても、

これ損金の額に算入することは認められないと解するのが相当である。 

 証拠（甲３（４３４頁から４３６頁まで）、乙４、５）によれば、＜１－１＞の手形は、

＜１－２＞の手形の振出日から支払期日までの利息相当額として振り出されたこと、原告ら

において、＜１－１＞の手形に係る手形債権を売上げその他の収入として計上していないた

め、押収年間実績表記載の売上高に計上されていないことが認められる。したがって、上記

手形債権について貸倒損失が生じたとしても、これを損金の額に算入することは認められな

い。 

 原告Ａは、昭和６１年１２月３０日付け振替伝票により、＜１－１＞の手形が資産に計上

されていると指摘するが、被告主張の推計方法においては、原告Ａの資産を用いて原告らの

所得金額を算出しているわけではないので、上記主張は採用できない。 

(3) ｇ株式会社（以下「ｇ」という。）について 

ア 原告Ａは、原告Ｂから、同原告がｇから売掛金の支払として受け取った＜２－１＞から＜

２－２５＞までの各手形２５通（合計６１５４万４５００円）の裏書譲渡を受けたが、上記

手形債権は昭和６２年２月２５日に全て時効消滅したから、原告Ａの昭和６２年３月期の貸

倒損失として損金の額に算入されるべきであると主張する。 

イ そこで検討するのに、証拠（甲３（４３９、４４０頁）、乙６、７）によると、以下の事

実が認められる。 

(ア) ｇは、昭和５８年１０月１５日頃、不渡りを出して事実上倒産したが、その時点で、

原告Ｂのｇに対する売掛債権は約３０００万円存在した。 

(イ) 丙は、昭和５８年１０月１５日、原告らの社員ら数名でｇの営業所に行き、置いてあ

った原告らの原皮及び毛皮製品を持ち帰るとともに、その頃、同所に所在する大型トラッ

ク２台分程度のアクアソイル（園芸用品。以下「本件アクアソイル」という。）も持ち出

した。その際、ｇの代表取締役であったⓀが上記(ア)の残債務を本件アクアソイルで相殺

して欲しいと頼んだところ、丙は、Ⓚに対し、「売れたら相殺してやる。」と発言した。 

(ウ) 原告らは、本件アクアソイルの持出し時以降、ｇに対して債務の支払等を請求したこ

とはない。Ⓚは、アクアソイルは 低１キログラム１５００円の値段で売れるので、原告

Ｂに対する債務は全部かその大部分が精算済みと考えていた。 

(エ) ＜２－２２＞から＜２－２５＞までの各手形は、昭和５９年２月から同年４月に掛け

て、不渡り又は依頼返却になっている。 
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(オ) 原告Ａは、昭和６３年３月期に、＜２－５＞から＜２－２１＞の各手形の合計額に相

当する３７４０万円について、ｇに対する貸倒損失として計上した。 

ウ まず、＜２－１＞から＜２－２１＞までの各手形に係る手形債権について、上記事実関係

のとおり、原告らが本件アクアソイルを持ち出した時点で、ｇは事実上倒産しており、原告

らがその後、ｇに対する債務の支払等を請求することはなかったのであるから、原告らは、

その時点で、ｇに対する残債権を放棄したか、その回収を断念したと推認される。したがっ

て、仮にその時点において、ｇに対する債権が残っていたとしても、その全額が回収できな

いことが客観的に明らかになっていたとみるのが相当である。 

エ 次に、＜２－２２＞から＜２－２５＞までの各手形に係る手形債権については、昭和５９

年２月から同年４月までに掛けて、それらが不渡り又は依頼返却となった後、各振出人及び

ｇに対して、支払を請求したことをうかがわせる証拠はないから、原告らは、その頃、上記

手形債権の回収を断念し、その全額が回収できないことが客観的に明らかになっていたとみ

るのが相当である。 

オ したがって、＜２－１＞から＜２－２５＞までの各手形に係る手形債権を、昭和６２年３

月期の貸倒損失として損金の額に算入することは認められない。 

カ なお、原告Ａは、仮に原告Ａが本件アクアソイルを上記手形債権の代物弁済等により取得

し、ｇに対する手形債権の一部又は全部について満足を受けているのであれば、原告Ａは平

成元年３月期中に本件アクアソイルを廃棄処分しているのであるから、これに係る処分損を

平成元年３月期の損失として損金の額に算入することが認められるべきであると主張する。 

 しかし、証拠（甲３（４３９頁）、乙８）によれば、①原告Ｂは、本件アクアソイルをⓁ

が代表取締役を務める株式会社Ｙの倉庫に預けたこと、②Ⓛは、平成元年春頃、Ｄ（原告Ｂ

代表者）から、本件アクアソイルを引取りに行く旨連絡を受け、その１、２か月後に、Ｄは

本件アクアソイルの引取りを開始したこと、以上の事実が認められる。そうすると、本件ア

クアソイルが処分されたのが平成元年４月以降であると認めるのが相当である。したがって、

本件アクアソイルの処分損を、平成元年３月期の損失として損金の額に算入することも認め

られない。 

 この点につき、原告Ａは、Ｄが取りに行くという電話をしてから実際に取りに行ったのが

１、２か月先というのは期間が空きすぎていると主張する。しかし、原告ＡがⓁに本件アク

アソイルを預けてから既に４年以上が経過していることに照らすと、１、２か月という期間

が不自然に長いとはいえない。 

(4) Ｉ株式会社（以下「Ｉ」という。）について 

ア 原告Ａは、原告Ｂから裏書譲渡を受けた、同原告がＩから受け取った＜３－１＞から＜３

－６＞までの各手形６通（合計３４６０万円）に係る手形債権について、昭和６３年３月１

５日の手形取引停止処分を理由として、その５０％相当額を原告Ａの平成元年３月期の債権

償却特別勘定に計上していることから、少なくとも当該計上額の限度で原告Ａの平成元年３

月期の損金の額に算入されるべきであると主張する。 

イ 証拠（乙９、１０）によれば、Ｉについて、和議開始決定がされ、昭和６３年１１月８日、

岐阜地方裁判所において和議債権のうち利息及び損害金の全部並びに元本の７０パーセン

トを免除する旨の和議認可決定を受けたこと、その時点において、原告ＢがＩに対して４７

８９万７２００円の債権を有しており平成元年２月２８日に上記和議に係る第１回の配当
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金を受領していたこと、原告Ａは上記和議手続に債権者として参加していないことが認めら

れる。そうすると、上記手形債権は原告Ｂに帰属するものであり、これを原告Ａの債権償却

特別勘定に計上することができないというべきである。 

 これに対し、原告Ａは、上記各手形について原告Ｂから原告Ａへの裏書がされていること、

原告Ａが平成元年３月期の債権償却特別勘定に計上していることからすると、当該手形に係

る手形債権も原告Ａに帰属していると認定されるべきであると主張するが、原告Ｂが平成元

年２月２８日に上記和議に係る第１回の配当金を受領していたことからすると、上記手形債

権の残額を回収できないことによる損失が帰属するのは飽くまでも原告Ｂであって、原告Ａ

とみるのは相当でないから、上記主張は採用できない。 

(5) Ｊについて 

ア 原告Ａは、原告Ｂから、同原告がＪから受け取った＜４－１＞から＜４－９＞までの各手

形９通（合計９０万円）の裏書譲渡を受けたが、同人は、昭和６１年末頃所在不明となり、

上記手形債権は回収不能となったから、原告Ａの昭和６２年３月期の貸倒損失として損金の

額に算入すべきであると主張する。 

イ しかし、証拠（甲３（４４８、４４９頁）、乙１１から１３まで）及び弁論の全趣旨によ

ると、原告Ｂは、昭和６１年９月期から昭和６３年９月期までの確定申告書添付の貸借対照

表に「不渡手形・８０万円」を資産として計上していること、これが＜４－１＞から＜４－

９＞までの各手形９通のうち８通に対応することが認められる。そうすると、上記手形債権

は原告Ｂに帰属するものというべきであるから、原告Ａの主張は採用できない。 

 なお、原告らは、原告Ａの昭和６０年３月期銀行勘定帳には、昭和５９年１２月２６日付

けでⓃ銀行口座から１５０万円が引き出され、Ｊ宛てに送金されている旨の記入がされてい

ると指摘するが、これを認めるに足りる証拠はなく、にわかには採用できない。 

(6) ｈについて 

ア 原告Ａは、原告Ｂから、同原告がｈから受け取った＜５－１＞及び＜５－２＞の各手形２

通及び＜５－３＞の小切手１通（合計５３３万円）の裏書譲渡を受けたが、上記手形債権及

び小切手債権は、昭和５７年４月３０日に時効消滅したから、原告Ａの昭和６１年３月期の

貸倒損失として損金の額に算入すべきであると主張する。 

イ しかし、仮に上記手形債権が、昭和５７年４月３０日に全て時効消滅したというのであれ

ば、これは昭和５８年３月期の貸倒損失として損金の額に算入すべきであり、これを昭和６

１年３月期の貸倒損失として損金の額に算入する理由はない。したがって、原告Ａの主張は

採用できない。 

(7) ｉ株式会社（以下「ｉ」という。）について 

ア 原告Ａは、原告Ｂから、同原告がｉに対して有していた４２万３０００円の売掛債権を譲

り受けたが、上記債権は、昭和６１年１２月２７日に時効消威したから、昭和６２年３月期

の貸倒損失として損金の額に算入すべきであると主張する。 

イ しかし、証拠（甲３（４５２頁）、乙１５）によれば、ｉは昭和５８年８月１日に破産申

立てを行っており、昭和５９年８月に破産終結決定がされていること、原告Ａは破産債権の

届出を行っていないことが認められる。そうすると、昭和５９年８月には上記売掛債権の全

額が回収不能であることが客観的に明らかになっていたとみるのが相当である。したがって、

原告Ａの主張は採用できない。 
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(8) 株式会社ｊ（以下「ｊ」という。）について 

ア 原告Ａは、原告Ｂから、同原告がｊから売掛債権の支払として受け取った＜７－２＞から

＜７－７＞までの各手形６通（合計１０２２万５０００円）の裏書譲渡を受けたが、上記手

形債権は、昭和５９年１月３１日に時効消滅したから、原告Ａの昭和６１年３月期の貸倒損

失として損金の額に算入すべきであると主張する。 

イ しかし、仮に上記手形債権が、昭和５９年１月３１日に時効消滅したというのであれば、

これは昭和６０年３月期の貸倒損失として損金の額に算入すべきであり、これを昭和６１年

３月期の貸倒損失として損金の額に算入する理由はない。したがって、原告Ａの主張は採用

できない。 

(9) 株式会社ｋ（以下「ｋ」という。）について 

ア 原告Ａは、ｋは、昭和５６年１２月３０日に不渡りを出し、昭和５７年１０月２５日に破

産宣告を受けたところ、原告Ａは、原告Ｂから、同原告がｋから売掛金の支払として受け取

った＜８－１＞から＜８－７＞までの各手形７通（合計２０１０万円）を含む２６５３万６

０００円の債権を譲り受けているから、原告Ｂが上記破産手続により配当を受けた５４万１

３５４円を控除した残額である２５９９万５６４６円を、原告Ａの昭和６１年３月期の貸倒

損失として損金の額に算入すべきであると主張する。 

イ しかし、証拠によれば（甲３（４５５、４５６頁）、乙１８）、ｋは、昭和５７年３月１１

日に破産宣告を受けたこと、原告Ｂは上記破産手続において債権届出をしており同年１２月

１０日に配当を受けていること、原告らは、破産終結決定がされた後は、ｋに対して残債権

の支払を請求したことはなかったことが認められる。そうすると、原告Ａ主張の債権は、破

産終結決定があったことが推認できる昭和５８年３月期にその全額が回収不能であること

が客観的に明らかになったというべきである。したがって、原告Ａの主張は採用できない。 

(10) Ｗについて 

ア 原告Ａは、Ｗに対して１５０万円を融資し、同人から、＜９－１＞及び＜９－２＞の各小

切手２通（合計１５０万円）を受け取ったが、上記小切手債権は昭和６３年１１月３０日に

時効消滅したから、原告Ａの平成元年３月期の貸倒損失として損金の額に算入されるべきで

あると主張する。 

イ しかし、証拠（甲３（４６２頁）、乙１９から２２まで）によれば、原告Ａの昭和６１年

３月期から平成元年３月期までの確定申告書添付の帳簿書類にＷに対する貸付金や立替金

等の計上がないこと、原告Ａは昭和６３年３月期にＷに対する売掛金８３１５万１２８０円

の貸倒損失を計上しているが、上記各小切手に係る小切手債権はその中に含まれていないこ

とが認められる。上記事実関係に照らすと、上記貸付債権は、原告Ａに帰属するものではな

いことが推認できる。したがって、原告Ａの主張は採用できない。 

(11) Ｘ株式会社（以下「Ｘ」という。）について 

ア 原告Ａは、Ｘに対する売掛金の支払として手形を受け取った原告Ｂは、Ｘが不渡りを出し

て倒産したことから、その代わりに同社の代表取締役ｍが実質的に経営していた株式会社Ⓜ

が振り出した＜１０－１＞から＜１０－８＞までの各手形８通（合計４０８０万円）を受け

取り、原告Ａがその裏書譲渡を受けていたところ、ｍは平成元年３月１７日に刑事裁判で実

刑判決を受けて服役し、株式会社Ⓜも倒産したから、上記手形債権額から原告Ｂの昭和６３

年９月期の貸倒損失として認容された金額（１９８６万３９００円）を差し引いた２０９３
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万６１００円につき、原告Ａの昭和６３年３月期の貸倒損失として損金の額に算入されるべ

きであると主張する。 

イ そこで検討するのに、証拠（甲３（４６３頁から４６９頁まで）、乙２、２３）によれば、

以下の事実が認められる。 

(ア) 原告らにおいて、＜１０－１＞及び＜１０－２＞の各手形については、入金処理を行

っておらず、＜１０－３＞、＜１０－４＞及び＜１０－６＞から＜１０－８＞までの各手

形については、一度入金処理をしたものの、昭和６０年８月３０日に入金取消処理がされ

ている。 

(イ) 原告Ｂは、昭和６０年８月３０日以降もＸとの取引を継続しており、 終取引日であ

る昭和６３年３月５日時点で計上していた売掛債権の残高は１５３６万３９００円であ

った。 

(ウ) 処分行政庁は、上記(イ)の売掛債権の残高に＜１０－５＞の手形の額面金額の４５０

万円を加えた１９８６万３９００円を、原告Ｂの昭和６３年９月期の貸倒損失として認容

している。 

ウ 上記事実関係によれば、＜１０－１＞から＜１０－８＞までの各手形（ただし、＜１０－

５＞の手形を除く）に対応する売掛債権は、昭和６３年３月５日までにその一部について弁

済を受け、その残額については昭和６３年９月期の原告Ｂの貸倒損失として認容されたと認

められるから、これと別に上記各手形について貸倒損失を計上することはできない。他方、

＜１０－５＞の手形に係る手形債権は、原告Ｂに帰属することを前提に、別途原告Ｂの損金

として認容されているのであるから、これを原告Ａの昭和６３年３月期の貸倒損失として損

金の額に算入することは認められない。 

(12) ｎについて 

ア 原告Ａは、原告Ｂから、同原告がｎから受け取ったｐ株式会社振出しの＜１１－１＞から

＜１１－１９＞までの各手形１９通及び＜１１－２０＞の各小切手１通（合計２５２１万８

７８０円）の裏書譲渡を受けたが、上記手形債権及び小切手債権は、昭和６２年１１月８日

に時効消滅したから、原告Ａの昭和６３年３月期の貸倒損失として損金の額に算入されるべ

きであると主張する。 

イ まず、＜１１－１＞から＜１１－１９＞までの各手形に係る手形債権について検討するの

に、証拠（甲３（４６９頁から４７３頁）、乙２５、２６）によれば、以下の事実が認めら

れる。 

(ア) ｎは、ｑ株式会社の代表取締役であるｒから、資金繰りのために割り引いて欲しいと

頼まれて同社振出しの手形を預かった。 

(イ) ｎは、丙に上記(ア)の手形の割引を依頼したところ、丙は、これに応じる条件として、

＜１１－１＞から＜１１－１９＞までの各手形に裏書きをした上でこれを差し入れるこ

とを求め、ｎはこれに応じた。 

 もっとも、ｎは、単にｑ株式会社が丙から金を借りる仲介をしただけと考えており、裏

書人としての責任を履行する意思はなく、原告らも、ｎに対し、上記各手形に係る債権の

履行を請求したことはなかった。 

ウ 上記事実関係によれば、＜１１－１＞から＜１１－１９＞までの各手形は、丙が、ｑ株式

会社振出しの手形を割り引いて貸付けを行う際に、担保として預かっていたものと推認でき
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る。したがって、仮に上記各手形に係る手形債権が回収できなかったとしても、それだけで

原告Ａに損失が生じたとはいえないから、原告Ａの主張は採用できない。 

エ この点につき、原告Ａは、原告らの手形記入帳及び銀行勘定帳に＜１１－１＞から＜１１

－１９＞までの各手形の記載があることを指摘して、上記各手形は、ｎが「ｔ」の名称で原

告Ｂから商品を仕入れた時に、その代金の支払のために交付した回り手形であると主張する。

しかし、原告らの手形記入帳及び銀行勘定帳に記載があることは、原告らが上記各手形を原

告らの資金繰りに利用したことを意味するにとどまり、これに対応する取引が原告らとｎと

の間にあったことを直ちに示すものではなく、原告らもｎに対し、上記各手形に係る手形債

権の履行を求めたことがないことも考え併せると、＜１１－１＞から＜１１－１９＞までの

各手形は、丙が、ｑ株式会社振出しの手形を割引きして貸付けを行う際に、担保として預か

っていたとの認定を左右するものではない。 

オ 次に、＜１１－２０＞の小切手に係る小切手債権について検討するのに、証拠（甲３（４

７４頁から４７８頁）、乙２５、２６）によれば、以下の事実が認められる。 

(ア) ｎは、昭和５７年１１月頃から昭和５８年２月頃にかけて、「ｔ」の名称で原告Ｂか

ら商品を仕入れ、その代金として自己名義の約束手形を振り出したが、その後、これらの

手形のジャンプを繰り返していた。 

(イ) ｎは、昭和５８年９月頃から昭和６０年６月１５日までの間、決済されていない手形

及び小切手の利息として、毎月６万円を原告らの銀行口座に入金していた。 

(ウ) ｎは、昭和６０年６月１４日、額面４００万円の手形を振り出しており、当該手形は、

同年１２月４日、昭和６１年２月２４日、同年５月２６日、同年８月２１日の４回にわた

ってジャンプを繰り返した後、同年１０月３０日に決済された。 

カ 上記事実関係によれば、＜１１－２０＞の小切手は、昭和５８年９月以前の残債権４００

万円及びこれに対する１月分の利息債権６万円の支払のために振り出されたものであった

こと、ｎが昭和６０年６月１４日に振り出した手形も同一の残債権４００万円の支払のため

に振り出されたものであることが推認できる。そして、上記昭和６０年６月１４日振出しの

手形が、昭和６１年１０月３０日に決済されているのであるから、＜１１－２０＞の小切手

に係る小切手債権を原告Ａの貸倒損失として損金の額に算入する余地はないというべきで

ある。 

キ これに対し、原告Ａは、手形受取帳の昭和６１年８月２１日欄に、ｎから①支払期日同年

１０月３０日、額面４００万円の手形、及び②支払期日同年８月２２日、額面４００万円の

手形を受け取った旨の記載があり、上記①の手形は支払期日に決済されたものの（上記オ

(ウ)）、上記②の手形は支払期日に決済されず、＜１１－２０＞の小切手に切り替えられた

と主張する。しかし、支払期日が翌日とされる手形を受け取ることは不自然であるし、ｎが

手形のジャンプを続けていたにもかかわらず、これとは別に４００万円もの取引等を新たに

行うのも不自然であり、上記②の手形の受取りを裏付ける手形受払帳及び振替伝票が証拠と

して提出されていないことも考え併せると、上記②の手形を受け取ったことを前提とする原

告Ａの主張は、直ちには採用できない（なお、本件刑事判決でも、手形受取帳の記載は、上

記②の手形を上記①の手形に切り替えた趣旨と理解すべきであると認定されている。（甲３

（４７５、４７６頁）））。 

(13) ｙについて 
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ア 原告Ａは、ｙから抵当権が設定されたマンションを購入しており、昭和６１年３月３１日、

抵当権の実行を回避するため同人に代わって被担保債権３５３万円を弁済したものの、同人

に対する求償権は回収不能であるから、上記求償債権額（３５３万円）を原告Ａの昭和６１

年３月期の貸倒損失として損金の額に算入すべきであると主張する。 

イ しかし、原告Ａは、①昭和６１年３月３１日付けで「仮払金 ３５３万円／当座預金 ３

５３万円」、「建物３１６万円・土地３６万３０００円／仮払金３５３万円」という会計処理

をしていること、②昭和６１年３月期以前には上記マンションを資産として計上していなか

ったにもかかわらず、同期以降は宅地及び建物を資産として計上していること、③昭和６１

年３月期の確定申告書において、上記マンションを計３５３万円で購入した旨記載している

こと（いずれも争いがない）からすると、原告Ａは、弁済金３５３万円を資産の取得原価と

して計上する扱いをしているのであるから、これとは別にｙに対する立替払金の求償債権を

計上することは認められない。したがって、上記求償債権に係る貸倒損失を損金の額に算入

することは認められず、原告Ａの主張は採用できない。 

(14) Ⓐ株式会社（以下「Ⓐ」という。）について 

ア 原告Ａは、原告Ｂから、同社がⒶから売掛金の支払として受け取った＜１２－１＞から＜

１２－１３＞までの各手形１３通（合計４４８０万円）の裏書譲渡を受け、その後一部につ

いて代物弁済を受けたが、残債権１８７３万０４８２円は、昭和６２年４月３０日時効消滅

したから、原告Ａの昭和６３年３月期の貸倒損失として損金の額に算入すべきであると主張

する。 

イ そこで検討するのに、証拠（甲３（４８２頁から４８５頁）、乙２７）によれば、以下の

事実が認められる。 

(ア) Ⓐは、原告Ｂから毛皮製品等を仕入れていたが、昭和５８年１２月頃、原告Ｂに対し、

商品を全部返品した上で取引を打ちきる旨通告した。 

(イ) Ｄらは、昭和５８年１２月９日頃、Ⓐから商品の返品を受けるため、同社を訪れた。

その際、Ⓐの代表取締役であったⒷは、Ｄらに対し、商品代金の支払のために振り出して

いた＜１２－１＞から＜１２－１３＞までの各手形を返還するように求めたところ、Ｄは、

「今割引に回しているので返せない。依頼返却をしてまとめて返す。」などと答え、その

旨の念書を差し入れた。しかし、その後も原告Ｂは、上記各手形を返還しないままであっ

た。 

(ウ) Ⓑは、昭和５９年４月１日頃、原告Ｂに手形を依頼返却するよう求めたが、同年４月

２日に＜１２－１０＞の手形が、同年５月１日に＜１２－１１＞の手形が、それぞれ不渡

りになり、Ⓐは倒産した。 

(エ) 原告らは、その後も、Ⓐに対して、手形金や売掛金の支払を請求することはなく、公

表経理上もこれを計上していない。 

ウ 上記事実関係に照らすと、原告らは、Ⓐが２回目の不渡りを出して倒産した昭和５９年５

月１日から間もない時期に、Ⓐに対する残債権の回収を断念したことが推認でき、その頃上

記手形債権の全額が回収不能であることが客観的に明らかになっていたというべきである。

したがって、原告Ａの主張は採用できない。 

(15) Ⓒについて 

ア 原告Ａは、原告Ｂから、同原告がⒸから売掛金の支払のために受け取った＜１３－１＞か
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ら＜１３－５＞までの各手形５通（合計３４６万円）の裏書譲渡を受けたが、上記手形債権

は、昭和６１年６月３０日に時効消滅したから、原告Ａの昭和６２年３月期の貸倒損失とし

て損金の額に算入すべきであると主張する。 

イ しかし、証拠（甲３（４８６頁）、乙２８）によれば、Ⓒは、内装工事等を行うⒹを経営

していたが、Ⓓは昭和５８年２月２５日に＜１３－１＞の手形が不渡りになってまもなく倒

産し、その後、Ⓒは、妻とも離婚して所在不明になったものであることが認められ、上記事

実関係からすると、＜１３－１＞の手形が不渡りとなった昭和５８年２月２５日から間もな

い時期に上記手形債権の全額が回収不能であることが客観的に明らかになっていたという

べきである。したがって、原告Ａの主張は採用できない。 

(16) 株式会社Ⓔについて 

ア 原告Ａは、原告Ｂから、同原告が株式会社Ⓔから受け取った＜１４－１＞から＜１４－９

＞までの各手形９通（合計１９３６万４０００円）の裏書譲渡を受けたが、上記手形債権は、

昭和６１年２月２０日に時効消滅したから、原告Ａの昭和６１年３月期の貸倒損失として計

上すべきであると主張する。 

イ しかし、証拠（甲３（４８７、４８８頁）、乙２９）によれば、株式会社Ⓔは昭和５８年

６月１７日に破産宣告を受けており、原告Ｂは、株式会社Ⓔの破産手続において、債権届出

期間の末日である昭和５８年７月８日までに上記手形債権の届出をしていないことが認め

られるから、同日の経過によって、その全額が回収不能であることが客観的に明らかになっ

ていたというべきである。したがって、原告Ａの主張は採用できない。 

(17) Ⓕについて 

ア 原告Ａは、原告Ｂから、同原告がⒻから商品代金の支払として受け取った＜１５－１＞の

小切手１通（５３万円）の裏書譲渡を受けたが、上記小切手債権は昭和６３年２月１９日に

時効消滅したから、上記債権額５３万円を原告Ａの昭和６３年３月期の貸倒損失として損金

の額に算入すべきであると主張する。 

イ しかし、証拠（甲３（４８８、４８９頁）、乙３０）によれば、＜１５－１＞の小切手が

不渡りになった昭和６０年３月３０日時点では、Ⓕは既に取引停止処分を受けている事実が

認められるところ、その後、原告らにおいて、Ⓕに対して債権の支払を請求したり、公表経

理上これを計上したりした形跡は見当たらない。上記事実関係からすると、原告らは不渡り

になった時点で上記小切手債権の回収を断念していたことが推認でき、昭和６０年３月期に

おいて上記小切手債権は回収不能であることが客観的に明らかになっていたとみるのが相

当であるから、原告Ａの主張は採用できない。 

(18) 株式会社Ⓖ（以下「Ⓖ」という。）について 

ア 原告Ａは、Ⓖに対し、昭和５８年２月１２日、８００万円を貸し付け、その担保として、

家庭用陶芸セット及び＜１６－１＞から＜１６－３＞までの各手形３通（合計８００万円）

を受け取ったところ、Ⓖの代表取締役であるⒽはこれを支払わないまま昭和６１年末頃に行

方不明となったため、担保として受け取っていた家庭用陶芸セットを処分した後の残債権で

ある７１５万円を、原告Ａの昭和６２年３月期の貸倒損失として計上すべきであると主張す

る。 

イ しかし、証拠（甲３（４８９頁から４９１頁まで）、乙１９から２２まで（貸借対照表）、

３１から３３まで）によれば、原告Ａ主張の貸付金債権は、原告らの公表経理にも計上され
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ていないものであり、丙がⒼの代表取締役であるⒽ、及びⒾに対し、原告らの業務と関係な

く個人的に貸し付けたもので、債権者は原告Ａではないと認められる。したがって、原告Ａ

の主張は採用できない。 

ウ この点につき、原告Ａは、原告らの手形記入帳及び銀行勘定帳に＜１６－１＞から＜１６

－３＞までの各手形の記載があることを指摘して、上記手形に係る手形債権は、原告Ａの債

権であると主張する。しかし、原告らの手形記入帳及び銀行勘定に記載があることは、原告

らが上記各手形を原告らの資金繰りに利用したことを意味するにとどまり、これに対応する

取引が原告らとⒼとの間にあったことを示すものではないから、上記認定を左右するもので

はない。 

(19) 株式会社Ⓙ（以下「Ⓙ」という。）について 

ア 原告Ａは、原告Ｂから、同原告が昭和６１年４月２２日当時有していたⒿに対する８７万

４６５０円の売掛債権を譲り受けたが、昭和６３年３月３１日にⒿに対して上記債権を放棄

する旨通知したから、上記債権額８７万４６５０円を原告Ａの昭和６３年３月期の貸倒損失

として計上すべきであると主張する。 

イ しかし、上記債権については、本件裁決において、原告Ｂの昭和６１年９月期の貸倒損失

として認容されており（甲２の２）、原告らも当該処理を是認する旨主張していることから

すれば、原告Ａの主張は採用できない。 

(20) 小括 

 以上のとおり、別表５記載の貸倒損失等が、Ａ各事業年度の損金の額に算入されるべきとす

る原告Ａの主張はいずれも採用できない。 

６ 争点(5)（原告Ｂに係る貸倒損失等の損金の額への算入の可否）について 

（予備的主張） 

(1) Ｉについて 

ア 原告Ｂは、仮に＜３－１＞から＜３－６＞までの各手形６通（合計３４６０万円）に係る

手形債権が原告Ｂに帰属するのであれば（前記５(4)イ参照）、その５０パーセント部分につ

いては原告Ｂの債権特別償却勘定として計上されたものとして、損金の額に算入されるべき

であると、予備的に主張する。 

イ しかし、原告Ｂが、これを債権特別償却勘定に計上していないのは明らかであり、原告Ｂ

の主張は採用できない。原告Ｂは、原告Ａにおいてこれを債権特別償却勘定に計上している

以上、原告Ｂにおいて債権特別償却勘定に計上したのと同視されるべきである旨主張するが、

法人税法は原則として債権について評価損の計上を認めておらず、法人税法基本通達９－６

－４(1)によって、これが認められているにすぎないから、債権特別償却勘定に計上された

か否かの判断は厳格に行うべきである。そして、原告Ａの昭和６３年３月期に対応する原告

Ｂの事業年度が一義的に明らかとはいえないことからすると、原告Ｂの債権特別償却勘定に

計上されたものとみなして損金の額に算入することは認められないと解するのが相当であ

る。 

(2) Ｊについて 

ア 原告Ａは、仮に＜４－１＞から＜４－９＞までの各手形９通（合計９０万円）に係る手形

債権が原告Ｂに帰属するのであれば（前記５(5)イ参照）、これを原告Ｂの昭和６２年９月期

の貸倒損失として損金の額に算入すべきであると主張する。 
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イ しかし、原告Ｂは、昭和６３年９月期まで、＜４－１＞から＜４－９＞までの各手形９通

のうち８通をその資産（不渡手形・８０万円）に計上し続けていたことは、前記５(5)イの

とおりであり、昭和６２年９月期に損金経理をしていないから、回収不能を理由として、こ

れを昭和６２年９月期の原告Ｂの貸倒損失として計上することはできない。 

(3) 小括 

 以上のとおり、原告Ｂに係る貸倒損失等の損金の額への算入は、いずれも認められない。 

７ 争点(6)（本件各賦課決定処分の適法性）について 

(1) 重加算税の制度は、納税者が過少申告をするについて隠ぺい、仮装という不正手段を用い

ていた場合に、過少申告加算税よりも重い行政上の制裁を科することによって、悪質な納税義

務違反の発生を防止し、もって申告納税制度による適正な徴税の実現を確保しようとするもの

であり、過少申告行為そのものとは別に、隠ぺい、仮装と評価すべき行為が存在し、こうした

行為に基づいて過少申告がされたことを要するが、上記の重加算税制度の趣旨に鑑みれば、架

空名義の利用や資料の隠匿等の積極的な行為が存在したことまで必要であると解するのは相

当でなく、納税者が、当初から所得を過少に申告することを意図し、その意図を外部からもう

かがい得る特段の行動をした上、その意図に基づく過少申告をしたような場合には、重加算税

の上記賦課要件が満たされるものと解すべきである（ 高裁平成７年４月２８日第二小法廷判

決・民集４９巻４号１１９３頁参照）。また、重加算税を課すためには、納税者が故意に課税

標準等又は税額等の計算の基礎となる事実の全部又は一部を隠ぺいし、又は仮装し、その隠ぺ

い、仮装行為を原因として過少申告の結果が発生したものであれば足り、それ以上に、申告に

際し、納税者において過少申告を行うことの認識を有していることまでを必要とするものでは

ないと解される（ 高裁昭和６２年５月８日第二小法廷判決・裁判集民事１５１号３５頁参照）。 

(2) 前記認定事実(1)イのとおり、原告ら間の取引について、実際の商品の動きとは関係なく、

原告Ｂの資金が原告Ａに移される都度、原告Ｂにおいて仕入れを、原告Ａにおいて売上げを、

それぞれ計上していたものであるが、原告らがこのような方法を採用したため、原告らが経理

用システムを利用して作成する損益計算書等によって把握している原告ら個別の所得金額は、

原告らの所得の実体を反映したものではなかった。そして、原告らは、本件各事業年度におい

て、修正仕訳の方法によって原告ら間の取引に係る仕入金額、売上高等を調整したり、架空の

貸倒損失を計上したり、不動産譲渡益を除外したりするなどの方法によって、原告らが損益計

算書等によって把握している原告ら個別の所得金額に更に調整を加えた上で確定申告を行っ

ている。丙が年間実績表によって原告らの所得金額をおおむね正確に把握していたにもかかわ

らず、Ｋ税理士のする申告内容に同意を与えていたこと（前記認定事実(3)オ、(7)ア）からす

れば、Ⓞはその申告内容が原告らの実際の所得金額と比べて著しく低額であったことを十分に

認識していたものと認めるのが相当である。 

(3) 以上の事実関係からすると、原告らが、修正仕訳の方法によって仕入金額、売上高等を調

整したり、架空の貸倒損失を計上したり、不動産譲渡益を除外したりしたことは、当初から所

得を過少に申告することを意図し、その意図を外部からもうかがい得る特段の行動というべき

であって、原告らは、その意図に基づく過少申告をしたのであるから、原告らの本件各事業年

度の法人税については重加算税の上記賦課要件が満たされるものというべきである。 

(4) なお、原告Ａは、不動産譲渡益の除外等につき、不動産を２億２０００万円で売却したか

のように処理したのは、支払手数料（１０００万円）、修繕費（２０００万円から２５００万
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円程度）及び現金仕入代金（３６００万円）を丙が原告らのために立替払していたため、これ

を反映させるためであったと主張する。しかし、重加算税を課すためには、納税者が故意に課

税標準等又は税額等の計算の基礎となる事実の全部又は一部を隠ぺいし、又は仮装し、その隠

ぺい、仮装行為を原因として過少申告の結果が発生したものであれば足り、納税者において過

少申告を行うことの認識を有していることまでを必要とするものではないと解されることは、

前記アのとおりであるから、原告Ａの上記主張は理由がない。 

第４ 結論 

 以上によれば、原告らが本件各処分の違法性として主張するところは、いずれも理由はなく、別

紙「被告主張の推計方法の方法及び本件各処分の根拠」における納付すべき法人税額の範囲内であ

る本件各更正処分、同別紙における重加算税と同額の本件各賦課決定処分は適法である。よって、

原告らの請求はいずれも理由がないから、これらを棄却することとし、主文のとおり判決する。 

 

大阪地方裁判所第７民事部 

裁判長裁判官 奩田 徹 

   裁判官 小林 康彦 

   裁判官 五十部 隆 
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別表１－１ 

課税の経緯（Ａ株式会社・法人税） 

事
業
年
度 

区分 

 

 

項目 

確定申告 更正処分等 異議申立て 異議決定 審査請求 裁決 

年 月 日 昭和61年5月31日 平成元年11月6日 平成元年12月22日 平成2年10月20日 平成20年12月10日

所 得 金 額 11,896,784 255,381,006

法 人 税 額 4,166,968 109,595,973

課税土地譲渡利益金額 0 40,523,000利

益

金 

土
地
譲
渡 

同 上 に 対 す る 税 額 0 8,104,600

課 税 留 保 金 額 0 22,682,000留

保

金 

同 上 に 対 す る 税 額 0 2,268,200

控 除 所 得 税 額 等 1,271,087 1,271,087

納 付 す べ き 税 額 2,895,800 118,697,600

昭
和
61
年
３
月
期 

重 加 算 税 の 額 － 34,740,000

確
定
申
告
の
と
お
り 

 

確
定
申
告
の
と
お
り 

棄
却 

年 月 日 昭和62年5月23日 平成元年11月6日 平成元年12月22日 平成2年10月20日 平成20年12月10

所 得 金 額 14,865,031 287,801,799

法 人 税 額 5,452,545 123,633,833

課 税 留 保 金 額 0 36,833,000留

保

金 

同 上 に 対 す る 税 額 0 4,024,950

控 除 所 得 税 額 等 1,404,366 1,404,366

納 付 す べ き 税 額 4,048,100 126,254,400

昭
和
62
年
３
月
期 

重 加 算 税 の 額 － 36,660,000

確
定
申
告
の
と
お
り 

 

確
定
申
告
の
と
お
り 

棄
却 

年 月 日 昭和63年5月31日 平成元年11月6日 平成元年12月22日 平成2年10月20日 平成20年12月10日

所 得 金 額 △17,596,916 442,223,823

法 人 税 額 0 184,773,660

課税土地譲渡利益金額 142,690,000 142,690,000利

益

金

土
地
譲
渡同 上 に 対 す る 税 額 28,538,000 28,538,000

課 税 留 保 金 額 0 71,930,000留

保

金 

同 上 に 対 す る 税 額 0 9,289,500

控 除 所 得 税 額 等 1,353,643 1,353,643

納 付 す べ き 税 額 27,184,300 221,247,500

昭
和
63
年
３
月
期 

重 加 算 税 の 額 － 67,921,000

確
定
申
告
の
と
お
り 

 

確
定
申
告
の
と
お
り 

棄
却 

年 月 日 平成元年5月31日 平成元年11月6日 平成元年12月22日 平成2年10月20日 平成20年12月10日

所 得 金 額 22,309,434 102,360,203

法 人 税 額 8,409,780 42,031,200

課 税 留 保 金 額 4,237,000 15,802,000留

保

金 

同 上 に 対 す る 税 額 423,700 1,580,200

控 除 所 得 税 額 等 1,013,921 1,013,921

納 付 す べ き 税 額 7,819,500 42,597,400

平
成
元
年
３
月
期 

重 加 算 税 の 額 － 12,169,500

確
定
申
告
の
と
お
り 

 

確
定
申
告
の
と
お
り 

棄
却 
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別表１－２ 

課税の経緯（Ｂ株式会社・法人税） 

事
業
年
度 

区分 

 

 

項目 

確定申告 更正処分等 異議申立て 異議決定 審査請求 裁決 

年 月 日 昭和61年11月28日 平成元年11月6日 平成元年12月22日 平成2年10月20日 平成20年12月10日

所 得 金 額 10,910,704 300,849,423 287,449,949

法 人 税 額 3,740,030 129,283,617 123,481,417

課 税 留 保 金 額 0 38,117,000 36,411,000留

保

金 

同 上 に 対 す る 税 額 0 4,217,550 3,961,650

控 除 所 得 税 額 等 343,278 343,278 343,278

納 付 す べ き 税 額 3,396,700 133,157,800 127,099,700

昭
和
61
年
９
月
期 

重 加 算 税 の 額 － 38,928,000

確
定
申
告
の
と
お
り 

 

確
定
申
告
の
と
お
り 

37,110,000

年 月 日 昭和62年11月30日 平成元年11月6日 平成元年12月22日 平成2年10月20 平成20年12月10日

所 得 金 額 12,305,196 228,845,062

法 人 税 額 4,208,100 95,154,900

課 税 留 保 金 額 0 38,259,000留

保

金 

同 上 に 対 す る 税 額 0 4,238,850

控 除 所 得 税 額 等 1,069,429 1,069,429

納 付 す べ き 税 額 3,138,600 98,324,300

昭
和
62
年
９
月
期 

重 加 算 税 の 額 － 33,313,000

確
定
申
告
の
と
お
り 

 

 

確
定
申
告
の
と
お
り 

棄
却 

年 月 日 昭和63年11月30日 平成元年11月6日 平成元年12月22日 平成2年10月20日 平成20年12月10日

所 得 金 額 35,883,193 333,320,081

法 人 税 額 14,110,860 139,034,400

課 税 留 保 金 額 3,851,000 54,890,000留

保

金 

同 上 に 対 す る 税 額 385,100 6,733,500

控 除 所 得 税 額 等 578,131 578,131

納 付 す べ き 税 額 13,917,800 145,189,700

昭
和
63
年
９
月
期 

重 加 算 税 の 額 － 45,944,500

確
定
申
告
の
と
お
り 

 

 

確
定
申
告
の
と
お
り 

棄
却 
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（別紙） 

被告主張の推計方法の概要及び本件各処分の根拠 

第１ 被告主張の推計方法の概要 

 本件各処分においては、原告らの本件各事業年度における所得金額を認定するに際し、原告ら合算

での売上高（別表２－１及び別表３－１の①欄）を原告らのコンピューターからの出力帳票である年

間実績表に記載された売上高をもって、また、売上原価（同⑤欄）を同表記載の売上高から利益の額

を差し引いた金額（純コスト）をもってそれぞれ認定して粗利益（同⑥欄）の金額を算定し、さらに、

本件各事業年度における為替差損益（同⑦欄）を別途認定してこれを当該粗利益に加算し、その金額

を原告らにつき各２分の１で案分するという方法により原告らごとの売上総利益（同⑧欄）を推計し

た上で、販売費及び一般管理費、営業外損益並びに特別損益につき原告らごとに個別に実額で認定し、

本件各事業年度の所得金額を算定した。 

 なお、本件Ａ各事業年度は毎年３月末日を、本件Ｂ各事業年度は毎年９月末日を、それぞれ期末と

することから、上記各金額を６箇月間ごとに算定した上、原告らそれぞれの事業年度の期間に対応す

る１２箇月分の金額を算定している。 

第２ 原告Ａに対する更正処分の根拠 

１ 原告Ａの本件Ａ各事業年度の所得金額 

(1) 売上金額（別表２－１の①「売上高」欄及び別表２－２の「各期別売上高」欄） 

 昭和６１年３月期 ２４億７３６８万５６７７円 

 昭和６２年３月期 ３２億６５５１万９３３０円 

 昭和６３年３月期 ３１億７４９８万２６６０円 

 平成元年３月期 ２２億０１４６万１８４２円 

 上記金額は、原告ら合算での本件Ａ各事業年度の売上金額であり、当該金額は、本件査察調査

において差し押さえた年間実績表（押収年間実績表。なお、押収年間実績表と復元年間実績表の

区別については、本文第２の４（争点に係る当事者の主張）(2)（被告の主張）イ(オ)参照）に

記載されている売上金額と同額である。 

(2) 仕入金額（別表２－１の③「仕入高」欄） 

 昭和６１年３月期 １９億３４５０万６５８８円 

 昭和６２年３月期 ３１億８７７３万２３９４円 

 昭和６３年３月期 ２３億００５９万６７７０円 

 平成元年３月期 ２２億２０３０万５４５２円 

 上記金額は、原告ら合算での本件Ａ各事業年度の仕入金額であり、当該金額は、本件査察調査

において確定した、①原告らの「買掛明細書」に基づいて算定された国内仕入れの金額及び外注

費の金額、②原告らの「輸入申告書、輸入承認申請書、到着科目リスト及び資金繰りノート」に

基づいて算定された輸入仕入れの金額、③原告らの「総勘定元帳、銀行勘定帳、振替伝票及び領

収書等」に基づいて算定された仕入諸掛（輸入諸費用及びユーザンス金利）の金額の合計額であ

る。 

(3) 期末棚卸高（別表２－１の④「期末棚卸高」欄） 

 昭和６１年３月期 １２億５１９２万９８５２円 

 昭和６２年３月期 ２０億１６８０万９６４６円 

 昭和６３年３月期 １９億６１００万７５３７円 
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 平成元年３月期 ２３億９３８４万３７３９円 

 上記金額は、原告ら合算での本件Ａ各事業年度の期末棚卸高であり、当該金額は、①本件査察

調査時の実地棚卸しによって確定した平成元年１０月１４日時点の棚卸高、及び②上記実地棚卸

しと並行して行われた反面調査に基づき確定した委託販売先及び加工先への平成元年１０月１

４日時点での預け在庫高を基礎として算定された金額である。 

(4) 売上原価（別表２－１の⑤「売上原価」欄及び別表２－３の「各期別売上原価」欄） 

 昭和６１年３月期 １８億９８５５万０００４円 

 昭和６２年３月期 ２４億２２８５万２６００円 

 昭和６３年３月期 ２３億５６３９万８８７９円 

 平成元年３月期 １７億８７４６万９２５０円 

 上記金額は、原告ら合算での本件Ａ各事業年度の売上原価であり、当該金額は、査察部が年間

実績表作成プログラムを修正した上で出力した年間実績表（復元年間実績表）に記載されている

売上金額から同表に記載されている粗利益の額を差し引いた金額と同額である。 

(5) 期首棚卸高（別表２－１の②「期首棚卸高」欄） 

 昭和６１年３月期 １２億１５９７万３２６８円 

 昭和６２年３月期 １２億５１９２万９８５２円 

 昭和６３年３月期 ２０億１６８０万９６４６円 

 平成元年３月期 １９億６１００万７５３７円 

 上記金額は、原告ら合算での本件Ａ各事業年度の期首棚卸高であり、当該金額は、上記(4)の

売上原価の金額に上記(3)の期末棚卸高を加算した額から上記(2)の仕入金額を控除した金額で

ある。 

(6) 粗利益（別表２－１の⑥「粗利益」欄） 

 昭和６１年３月期 ５億７５１３万５６７３円 

 昭和６２年３月期 ８億４２６６万６７３０円 

 昭和６３年３月期 ８億１８５８万３７８１円 

 平成元年３月期 ４億１３９９万２５９２円 

 上記金額は、原告ら合算での本件Ａ各事業年度の粗利益であり、当該金額は、前記(1)の売上

金額から上記(4)の売上原価の金額を控除した金額であり、復元年間実績表に記載されている粗

利益の額と同額である。 

(7) 為替差損益（別表２－１の⑦「為替差損益」欄及び別表２－４の「各期為替差損益」欄） 

 昭和６１年３月期 ９０９７万８７１２円 

 昭和６２年３月期 ９５１６万４９８９円 

 昭和６３年３月期 ８１５５万８８６７円 

 平成元年３月期 ６７６万９２７７円 

 上記金額は、原告ら合算での本件Ａ各事業年度の為替差損益の金額であり、当該金額は、本件

査察調査により判明した原告らのコンピューター入力時の為替相場に基づいて円換算された輸

入商品の仕入金額と実際の決済金額との差額相当額である。 

(8) 売上総利益（別表２－１の⑧「売上総利益」欄） 

 昭和６１年３月期 ３億３３０５万７１９３円 

 昭和６２年３月期 ４億６８９１万５８６０円 
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 昭和６３年３月期 ４億５００７万１３２４円 

 平成元年３月期 ２億１０３８万０９３５円 

 上記金額は、原告Ａの本件Ａ各事業年度の売上総利益の金額であり、当該金額は、上記(6)の

粗利益の額に上記(7)の為替差損益の額を加算した金額に２分の１を乗じた金額である。 

(9) 販売費及び一般管理費（別表２－１の⑨「広告宣伝費」欄からぉ「雑費」欄まで） 

 原告Ａの本件Ａ各事業年度の販売費及び一般管理費の金額は、別表２－１の⑨からぉまでに記

載のとおりであり、当該金額は、本件査察調査により差し押さえた原告Ａの総勘定元帳、銀行勘

定帳及び金銭出納帳等に基づいて算定した金額である。 

 なお、販売費及び一般管理費のうち、減価償却費については、一部の資産について取得価額、

取得時期及び耐用年数等に誤りがあることが判明したため、これを是正している。また、租税公

課について、公表経理では、前記(2)で述べた仕入諸掛の金額に算入すべきものが含まれていた

ため、これを控除している。 

(10) 営業外損益（別表２－１のお「受取利息」欄からく「雑損失」欄まで） 

ア 受取利息 

 原告Ａの本件Ａ各事業年度の受取利息の金額は、別表２－１のお「受取利息」欄記載のとお

りであり、当該金額は、本件査察調査により把握した原告Ａ名義の本名預金に係る受取利息の

額及び後記(11)アで述べる不動産売買から生じた除外資金をプールした仮名預金に係る受取

利息の額を合計した金額である。 

イ 雑収入 

 原告Ａの本件Ａ各事業年度の雑収入の金額は、別表２－１のき「雑収入」欄記載のとおりで

あり、当該金額は、本件査察調査により判明した①株式等の取引に係る有価証券売却益の額（平

成元年３月期）、②機械装置取得に伴う為替差益の額（昭和６１年３月期）及び③原告Ａの自

社ビルであるＡビルの賃貸に係る家賃収入等（昭和６１年３月期、昭和６２年３月期及び平成

元年３月期）を合計した金額である。 

ウ 支払利息割引料 

 原告Ａの本件Ａ各事業年度の支払利息割引料の金額は、別表２－１のぎ「支払利息割引料」

欄記載のとおりであり、当該金額は、本件査察調査に差し押さえた総勘定元帳及び取引銀行発

行の融資償還明細書等に基づき算定した銀行借入金に係る支払利息の額と手形受払帳及び手

形割引依頼書等に基づいて算定した受取手形に係る割引料の金額を合計した金額である。 

エ 受取配当金、受取手数料及び雑損失 

 原告Ａの本件Ａ各事業年度の受取配当金、受取手数料及び雑損失の金額は、別表２－１のか

「受取配当金」欄、が「受取手数料」欄及びく「雑損失」欄記載のとおりであり、当該金額は、

本件査察調査により差し押さえた総勘定元帳や銀行勘定帳等の帳簿書類及び金融機関等に対

する反面調査等に基づいて算定した金額である。 

(11) 特別損益（別表２－１のぐ「不動産売却収入」欄からし「固定資産除却損」欄まで） 

ア 不動産売却収入、不動産原価及び仲介手数料 

 原告Ａの本件Ａ各事業年度の不動産売却収入、不動産原価及び仲介手数料の金額は、別表２

－１のぐ「不動産売却収入」欄、ぐ「不動産原価」欄及びげ「仲介手数料」欄記載のとおりで

あり、当該金額は、本件査察調査により判明した原告Ａ所有の不動産を売却したことに伴う不

動産売却収入、不動産原価及び仲介手数料の各金額である。 
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イ 特別損失 

 原告Ａの本件Ａ各事業年度の特別損失の金額は、別表２－１のさ「特別損失」欄記載のとお

りであり、当該金額は、本件査察調査により判明した実質的に原告Ａの損失として計上すべき

売掛債権の金額を特別損失として認容した金額である。 

 なお、原告Ａが公表経理において計上していた貸倒損失及び債権償却特別勘定の額について

は、原告Ｂの売掛債権を一部水増しした上、貸倒損失に該当しないものを損金に計上していた

ものであるなどの理由により、その全額の計上を否認している。 

ウ 貸倒引当金戻入、貸倒引当金繰入及び固定資産除却損 

 原告Ａの本件Ａ各事業年度の貸倒引当金戻入、貸倒引当金繰入及び固定資産除却損の金額は、

別表２－１のけ「貸倒引当金戻入」欄、ご「貸倒引当金繰入」欄及びし「固定資産除却損」欄

記載のとおりであり、当該金額は、本件査察調査により差し押さえた振替伝票等の帳票書類や

東淀川税務署に提出された確定申告書等に基づいて算定した金額である。 

(12) 申告調整（別表２－１のじ「損金の額に算入した法人税」欄からぞ「法人税から控除される

所得税額」欄まで） 

ア 未納事業税を除く申告調整の金額 

 未納事業税を除く原告Ａの本件Ａ各事業年度の申告調整の金額は、別表２－１のじ「損金の

額に算入した法人税」欄からぜ「損金計上役員賞与」欄まで及びぞ「法人税から控除される所

得税額」欄記載のとおりであり、当該金額は、原告Ａの本件Ａ各事業年度に係る法人税の確定

申告書に記載された申告調整の金額と同額である。 

イ 未納事業税 

 原告Ａの本件Ａ各事業年度の未納事業税の金額は、別表２－１のそ「未納事業税」欄記載の

とおりであり、当該金額は、原告Ａに係る本件各更正処分により納付すべきこととなった未納

事業税の額である。 

(13) 所得金額 

 昭和６１年３月期 ２億５５３８万１００６円 

 昭和６２年３月期 ２億８７８０万１７９９円 

 昭和６３年３月期 ４億４２２２万３８２３円 

 平成元年３月期 １億０２３６万０２０３円 

 原告Ａの本件Ａ各事業年度における所得金額は、上記(8)の売上総利益の金額に上記(9)から(1

2)までの各金額を加減算して算出した上記金額であり、原告Ａに係る本件更正処分の認定額（別

表１－１「更正処分等」欄の「所得金額」欄）と一致する。 

２ 原告Ａの納付すべき税額 

(1) 昭和６１年３月期 

ア 所得金額に対する法人税額 １億０９５９万５９７３円 

 原告Ａの昭和６１年３月期の所得金額は、上記１(13)のとおり２億５５３８万１００６円で

あるから、国税通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り捨てた金額２億

５５３８万１０００円に法人税法６６条１項及び２項（昭和６３年法律第１０９号による改正

前のもの。以下同じ。）並びに租税特別措置法４２条１項（昭和６３年法律第４号による改正

前のもの。昭和６２年３月期及び昭和６１年９月期について同じ。）に規定する税率を乗じて

計算する（すなわち、年８００万円以下の金額に税率１００分の３１を乗じて計算した金額に、
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年８００万円を超過した金額に１００分の４３．３を乗じて計算した金額を加算する。）と、

上記所得金額に対する法人税額は１億０９５９万５９７３円である（別表１－１「更正処分等」

欄の「法人税額」欄）。 

イ 課税土地譲渡利益金額 ４０５２万３０００円 

 原告Ａの行った前記１(11)アの不動産売買のうち、昭和６１年３月期に係る土地の譲渡につ

いては、租税特別措置法６３条１項（昭和６２年法律第１４号による改正前のもの。以下同じ。）

に規定する土地の譲渡等に該当することから、課税土地譲渡利益金額に対して法人税が課税さ

れることとなるところ、同項の規定に基づき、上記土地の譲渡に係る収益の額を基礎として、

当該土地の譲渡に直接又は間接に要した経費の額等を控除して計算すると、課税土地譲渡利益

金額は４０５２万３０００円となる（別表１－１「更正処分等」欄の「土地譲渡利益金」欄の

「課税土地譲渡利益金額」欄）。 

ウ 課税土地譲渡利益金額に対する税額 ８１０万４６００円 

 上記イの課税土地譲渡利益金額４０５２万３０００円に対する法人税額は、租税特別措置法

６３条１項の規定により計算する（すなわち、年３０００万円以下の金額に税率１００分の２

０を乗じて計算する。）と、８１０万４６００円となる（別表１－１「更正処分等」欄の「土

地譲渡利益金」欄の「同上に対する税額」欄）。 

エ 課税留保金額 ２２６８万２０００円 

 原告Ａは、法人税法２条１０号に規定する同族会社に該当するから、同法６７条１項（平成

１３年法律第６号による改正前のもの。以下同じ。）の規定により留保金額に対して法人税が

課税されることとなるところ、昭和６１年３月期の所得金額のうち、法人税法６７条３項（平

成１８年法律第１０号による改正前のもの。以下同じ。）に基づき、留保された金額を基礎と

して、当該事業年度の法人税等の増加額を調整して計算すると、課税留保金額は２２６８万２

０００円となる（別表１－１「更正処分等」欄の「留保金」欄の「課税留保金額」欄）。 

オ 課税留保金額に対する税額 ２２６万８２００円 

 上記エの課税留保金額２２６８万２０００円に対する法人税額は、法人税法６７条１項の規

定により計算する（すなわち、年３０００万円以下の金額に税率１００分の１０を乗じて計算

する。）と、２２６万８２００円となる（別表１－１「更正処分等」欄の「留保金」欄の「同

上に対する税額」欄）。 

カ 控除所得税額等 １２７万１０８７円 

 原告Ａが、昭和６１年３月期の法人税の確定申告書に記載した所得税の額である（別表１－

１「更正処分等」欄の「控除所得税額等」欄）。 

キ 納付すべき税額 １億１８６９万７６００円 

 原告Ａの昭和６１年３月期の納付すべき税額は、上記アの所得金額に対する法人税額５４６

９万２０００円に、上記ウの課税土地譲渡利益金額に対する税額８１０万４６００円及び上記

オの課税留保金額に対する税額２２６万８２００円を加算した金額から、上記カの控除所得税

額等を控除した金額１億１８６９万７６００円である（別表１－１「更正処分等」欄の「納付

すべき税額」欄）。 

(2) 昭和６２年３月期 

ア 所得金額に対する法人税額 １億２３６３万３８３３円 

 原告Ａの昭和６２年３月期の所得金額は、前記１(13)のとおり２億８７８０万１７９９円で
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あるから、国税通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り捨てた金額２億

８７８０万１０００円に法人税法６６条１項及び２項並びに租税特別措置法４２条１項に規

定する税率を乗じて計算する（すなわち、年８００万円以下の金額に税率１００分の３１を乗

じて計算した金額に、年８００万円を超過した金額に１００分の４３．３を乗じて計算した金

額を加算する。）と、上記所得金額に対する法人税額は１億２３６３万３８３３円である（別

表１－１「更正処分等」欄の「法人税額」欄）。 

イ 課税留保金額 ３６８３万３０００円 

 原告Ａは、法人税法２条１０号に規定する同族会社に該当するから、同法６７条１項の規定

により留保金額に対して法人税が課税されることとなるところ、昭和６２年３月期の所得金額

のうち、同条３項に基づき、留保された金額を基礎として、当該事業年度の法人税等の増加額

を調整して計算すると、課税留保金額は３６８３万３０００円となる（別表１－１「更正処分

等」欄の「留保金」欄の「課税留保金額」欄）。 

ウ 課税留保金額に対する税額 ４０２万４９５０円 

 上記イの課税留保金額３６８３万３０００円に対する法人税額は、法人税法６７条１項の規

定により計算する（すなわち、年３０００万円以下の金額に税率１００分の１０を乗じて計算

した金額に、年３０００万円を超え１億円以下の金額に税率１００分の１５を乗じて計算した

金額を加算する。）と、４０２万４９５０円となる（別表１－１「更正処分等」欄の「留保金」

欄の「同上に対する税額」欄）。 

エ 控除所得税額等 １４０万４３６６円 

 原告Ａが、昭和６２年３月期の法人税の確定申告書に記載した所得税の額である（別表１－

１「更正処分等」欄の「控除所得税額等」欄）。 

オ 納付すべき税額 １億２６２５万４４００円 

 原告Ａの昭和６２年３月期の納付すべき税額は、上記アの所得金額に対する法人税額１億２

３６３万３８３３円に、上記ウの課税留保金額に対する税額４０２万４９５０円を加算した金

額から、上記エの控除所得税額等を控除した金額１億２６２５万４４００円である（別表１－

１「更正処分等」欄の「納付すべき税額」欄）。 

(3) 昭和６３年３月期 

ア 所得金額に対する法人税額 １億８４７７万３６６０円 

 原告Ａの昭和６３年３月期の所得金額は、前記１(13)のとおり４億４２２２万３８２３円で

あるから、国税通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り捨てた金額４億

４２２２万３０００円に法人税法６６条１項及び２項に規定する税率を乗じて計算する（すな

わち、年８００万円以下の金額に税率１００分の３０を乗じて計算した金額に、年８００万円

を超過した金額に１００分の４２を乗じて計算した金額を加算する。）と、上記所得金額に対

する法人税額は１億８４７７万３６６０円である（別表１－１「更正処分等」欄の「法人税額」

欄）。 

イ 課税土地譲渡利益金額 １億４２６９万００００円 

 原告Ａが、昭和６３年３月期の法人税の確定申告書に記載した課税土地譲渡利益金額の額で

ある（別表１－１「更正処分等」欄の「土地譲渡利益金」欄の「課税土地譲渡利益金額」欄）。 

ウ 課税土地譲渡利益金額に対する税額 ２８５３万８０００円 

 原告Ａが、昭和６３年３月期の法人税の確定申告書に記載した課税土地譲渡利益金額に対す
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る税額である（別表１－１「更正処分等」欄の「土地譲渡利益金」欄の「同上に対する税額」

欄）。 

エ 課税留保金額 ７１９３万００００円 

 原告Ａは、法人税法２条１０号に規定する同族会社に該当するから、同法６７条１項の規定

により留保金額に対して法人税が課税されることとなるところ、昭和６３年３月期の所得金額

のうち、同条３項に基づき、留保された金額を基礎として、当該事業年度の法人税等の増加額

を調整して計算すると、課税留保金額は７１９３万００００円となる（別表１－１「更正処分

等」欄の「留保金」欄の「課税留保金額」欄）。 

オ 課税留保金額に対する税額 ９２８万９５００円 

 上記エの課税留保金額７１９３万００００円に対する法人税額は、法人税法６７条１項の規

定により計算する（すなわち、年３０００万円以下の金額に税率１００分の１０を乗じて計算

した金額に、年３０００万円を超え１億円以下の金額に税率１００分の１５を乗じて計算した

金額を加算する。）と、９２８万９５００円となる（別表１－１「更正処分等」欄の「留保金」

欄の「同上に対する税額」欄）。 

カ 控除所得税額等 １３５万３６４３円 

 原告Ａが、昭和６３年３月期の法人税の確定申告書に記載した所得税の額である（別表１－

１「更正処分等」欄の「控除所得税額等」欄）。 

キ 納付すべき税額 ２億２１２４万７５００円 

 原告Ａの昭和６３年３月期の納付すべき税額は、上記アの所得金額に対する法人税額１億８

４７７万３６６０円に、上記ウの課税土地譲渡利益に対する税額２８５３万８０００円及び上

記オの課税留保金額に対する税額９２８万９５００円を加算した金額から、上記カの控除所得

税額等を控除した金額２億２１２４万７５００円である（別表１－１「更正処分等」欄の「納

付すべき税額」欄）。 

(4) 平成元年３月期 

ア 所得金額に対する法人税額 ４２０３万１２００円 

 原告Ａの平成元年３月期の所得金額は、前記１(13)のとおり１億０２３６万０２０３円であ

るから、国税通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り捨てた金額１億０

２３６万円に法人税法６６条１項及び２項に規定する税率を乗じて計算する（すなわち、年８

００万円以下の金額に税率１００分の３０を乗じて計算した金額に、年８００万円を超過した

金額に１００分の４２を乗じて計算した金額を加算する。）と、上記所得金額に対する法人税

額は４２０３万１２００円である（別表１－１「更正処分等」欄の「法人税額」欄）。 

イ 課税留保金額 １５８０万２０００円 

 原告Ａは、法人税法２条１０号に規定する同族会社に該当するから、同法６７条１項の規定

により留保金額に対して法人税が課税されることとなるところ、平成元年３月期の所得金額の

うち、同条３項に基づき、留保された金額を基礎として、当該事業年度の法人税等の増加額を

調整して計算すると、課税留保金額は１５８０万２０００円となる（別表１－１「更正処分等」

欄の「留保金」欄の「課税留保金額」欄）。 

ウ 課税留保金額に対する税額 １５８万０２００円 

 上記イの課税留保金額１５８０万２０００円に対する法人税額は、法人税法６７条１項の規

定により計算する（すなわち、年３０００万円以下の金額に税率１００分の１０を乗じて計算
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する。）と、１５８万０２００円となる（別表１－１「更正処分等」欄の「留保金」欄の「同

上に対する税額」欄）。 

エ 控除所得税額等 １０１万３９２１円 

 原告Ａが、平成元年３月期の法人税の確定申告書に記載した所得税の額である（別表１－１

「更正処分等」欄の「控除所得税額等」欄）。 

オ 納付すべき税額 ４２５９万７４００円 

 原告Ａの平成元年３月期の納付すべき税額は、上記アの所得金額に対する法人税額４２０３

万１２００円に、上記ウの課税留保金額に対する税額１５８万０２００円を加算した金額から、

上記エの控除所得税額等を控除した金額４２５９万７４００円である（別表１－１「更正処分

等」欄の「納付すべき税額」欄）。 

第２ 原告Ｂに対する更正処分の根拠 

１ 原告Ｂの本件Ｂ各事業年度の所得金額 

(1) 売上金額（別表３－１の①「売上高」欄及び別表３－２の「各期別売上高」欄） 

 昭和６１年９月期 ２８億３３４２万５３００円 

 昭和６２年９月期 ３１億１７５６万４９０１円 

 昭和６３年９月期 ２８億５４９１万３９８２円 

 上記金額は、原告ら合算での本件Ｂ各事業年度の売上金額であり、当該金額は、本件査察調査

において差し押さえた押収年間実績表に記載されている売上金額と同額である。 

(2) 仕入金額（別表３－１の③「仕入高」欄） 

 昭和６１年９月期 ２２億００８０万５６４２円 

 昭和６２年９月期 ３１億８９１３万４５９２円 

 昭和６３年９月期 １９億１４２６万６５５９円 

 上記金額は、原告ら合算での本件Ｂ各事業年度の仕入金額であり、当該金額は、本件査察調査

において確定した、①原告らの「買掛明細書」に基づいて算定された国内仕入れの金額及び外注

費の金額、②原告らの「輸入申告書、輸入承認申請書、到着科目リスト及び資金繰りノート」に

基づいて算定された輸入仕入れの金額、③原告らの「総勘定元帳、銀行勘定帳、振替伝票及び領

収書等」に基づいて算定された仕入諸掛（輸入諸費用及びユーザンス金利）の金額の合計額であ

る。 

(3) 期末棚卸高（別表３－１の④「期末棚卸高」欄） 

 昭和６１年９月期 １４億７６２４万１６１０円 

 昭和６２年９月期 ２３億６３４９万０２７６円 

 昭和６３年９月期 ２１億０９８８万８８２２円 

 上記金額は、原告ら合算での本件Ｂ各事業年度の期末棚卸高であり、当該金額は、①本件査察

調査時の実地棚卸しによって確定した平成元年１０月１４日時点の棚卸高及び②上記実地棚卸

しと並行して行われた反面調査に基づき確定した委託販売先及び加工先への平成元年１０月１

４日時点での預け在庫高を基礎として算定された金額である。 

(4) 売上原価（別表３－１の⑤「売上原価」欄及び別表３－３の「各期別売上原価」欄） 

 昭和６１年９月期 ２１億６０３７万９５３２円 

 昭和６２年９月期 ２３億０１８８万５９２６円 

 昭和６３年９月期 ２１億６７８６万８０１３円 
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 上記金額は、原告ら合算での本件Ｂ各事業年度の売上原価であり、当該金額は、復元年間実績

表に記載されている売上金額から同表に記載されている粗利益の額を差し引いた金額と同額で

ある。 

(5) 期首棚卸高（別表３－１の②「期首棚卸高」欄） 

 昭和６１年９月期 １４億３５８１万５５００円 

 昭和６２年９月期 １４億７６２４万１６１０円 

 昭和６３年９月期 ２３億６３４９万０２７６円 

 上記金額は、原告ら合算での本件Ｂ各事業年度の期首棚卸高であり、当該金額は、上記(4)の

売上原価の金額に上記(3)の期末棚卸高を加算した額から上記(2)の仕入金額を控除した金額で

ある。 

(6) 粗利益（別表３－１の⑥「粗利益」欄） 

 昭和６１年９月期 ６億７３０４万５７６８円 

 昭和６２年９月期 ８億１５６７万８９７５円 

 昭和６３年９月期 ６億８７０４万５９６９円 

 上記金額は、原告ら合算での本件Ｂ各事業年度の粗利益であり、当該金額は、前記(1)の売上

金額から上記(4)の売上原価の金額を控除した金額であり、復元年間実績表に記載されている粗

利益の額と同額である。 

(7) 為替差損益（別表３－１の⑦「為替差損益」欄及び別表３－４の「各期為替差損益」欄） 

 昭和６１年９月期 １億２５８３万６２４０円 

 昭和６２年９月期 ６６４７万０５４２円 

 昭和６３年９月期 ５６９８万４８５８円 

 上記金額は、原告ら合算での本件Ｂ各事業年度の為替差損益の金額であり、当該金額は、本件

査察調査により判明した原告らのコンピューター入力時の為替相場に基づいて円換算された輸

入商品の仕入金額と実際の決済金額との差額相当額である。 

(8) 売上総利益（別表３－１の⑧「売上総利益」欄） 

 昭和６１年９月期 ３億９９４４万１００４円 

 昭和６２年９月期 ４億４１０７万４７５８円 

 昭和６３年９月期 ３億７２０１万５４１３円 

 上記金額は、原告Ｂの本件Ｂ各事業年度の売上総利益の金額であり、当該金額は、上記(6)の

粗利益の額に上記(7)の為替差損益の額を加算した金額に２分の１を乗じた金額である。 

(9) 販売費及び一般管理費（別表３－１の⑨「広告宣伝費」欄からが「雑費」欄まで） 

 原告Ｂの本件Ｂ各事業年度の販売費及び一般管理費の金額は、別表３－１の⑨からがまでの各

欄に記載のとおりであり、当該金額は、本件査察調査により差し押さえた原告Ｂの総勘定元帳、

銀行勘定帳及び金銭出納帳等に基づいて算定した金額である。 

 なお、販売費及び一般管理費のうち、減価償却費については、一部の資産について取得価額及

び耐用年数等に誤りがあることが判明したため、これを是正している。また、手数料については、

裁決により一部認容された金額１２５２万４８２４円が含まれる。 

(10) 営業外損益（別表３－１のき「受取利息」欄からけ「雑損失」欄まで） 

ア 受取利息 

 原告Ｂの本件Ｂ各事業年度の受取利息の金額は、別表３－１のき「受取利息」欄記載のとお
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りであり、当該金額は、本件査察調査により把握した原告Ｂ名義の本名預金に係る受取利息の

金額である。 

イ 雑収入 

 原告Ｂの本件Ｂ各事業年度の雑収入の金額は、別表３－１のく「雑収入」欄記載のとおりで

あり、当該金額は、本件査察調査により判明した、①株式等の取引に係る有価証券売却益の額

（昭和６２年９月期及び昭和６３年９月期）及び②保険会社から受け取った保険金の額（昭和

６３年９月期）を合計した金額である。 

ウ 支払利息割引料 

 原告Ｂの本件Ｂ各事業年度の支払利息割引料の金額は、別表３－１のぐ「支払利息割引料」

欄記載のとおりであり、当該金額は、本件査察調査により差し押さえた総勘定元帳及び取引銀

行発行の融資償還明細書等に基づき算定した銀行借入金に係る支払利息の額と手形受払帳及

び手形割引依頼書等に基づいて算定した受取手形に係る割引料の額を合計した金額である。 

エ 受取配当金及び雑損失 

 原告Ｂの本件Ｂ各事業年度の受取配当金及び雑損失の金額は、別表３－１のぎ「受取配当金」

欄及びけ「雑損失」欄記載のとおりであり、当該金額は、本件査察調査により差し押さえた総

勘定元帳や銀行勘定帳等の帳簿書類等に基づいて算定した金額である。 

(11) 特別損益等（別表３－１のげ「特別損失」欄からご「法人税等充当金」欄まで） 

ア 特別損失 

 原告Ｂの本件Ｂ各事業年度の特別損失の金額は、別表３－１のげ「特別損失」欄記載のとお

りであり、当該金額は、本件査察調査により判明した実質的に原告Ｂの損失として計上すべき

売掛債権の金額を特別損失として認容した金額である。 

 なお、上記金額の一部については、当初、原告Ａの公表経理において貸倒損失として計上さ

れていたものである。 

イ 貸倒損失 

 原告Ｂの本件Ｂ各事業年度の貸倒損失の金額は、別表３－１のこ「貸倒損失」欄記載のとお

りであり、当該金額は、当初、原告Ａが公表経理において計上していた貸倒損失に係る売掛債

権やその他の原告Ｂの売掛債権等のうち、本件査察調査により貸倒損失として判明した金額で

ある。 

 なお、当該金額については、裁決により一部認容された金額８７万４６５０円が含まれてい

る。 

ウ 法人税等充当金 

 原告Ｂの本件Ｂ各事業年度の法人税等充当金の金額は、別表３－１のご「法人税等充当金」欄

記載のとおりであり、当該金額は、原告Ｂの公表経理の金額と同額である。 

(12) 申告調整（別表３－１のさ「損金の額に算入した法人税」欄からぜ「未納事業税」欄まで） 

ア 未納事業税を除く申告調整の金額 

 未納事業税を除く原告Ｂの本件Ｂ各事業年度の申告調整の金額は、別表３－１のさ「損金の

額に算入した法人税」欄からせ「法人税から控除される所得税額」欄までに記載のとおりであ

り、当該金額は、原告Ｂの本件Ｂ各事業年度に係る法人税の確定申告書に記載された申告調整

の金額と同額である。 

イ 未納事業税 



59 

 原告Ｂの本件Ｂ各事業年度の未納事業税の金額は、別表３－１のぜ「未納事業税」欄記載の

とおりであり、当該金額は、原告Ｂに係る本件各更正処分により納付すべきこととなった未納

事業税の額である。 

(13) 所得金額 

 昭和６１年９月期 ２億８７４４万９９４９円 

 昭和６２年９月期 ２億２８８４万５０６２円 

 昭和６３年９月期 ３億３３３２万００８１円 

 原告Ｂの本件Ｂ各事業年度に係る上記所得金額は、上記(8)の売上総利益の金額に上記(9)から

(12)までの各金額を加減算して算出したものであり、原告Ｂに係る昭和６１年９月期につき裁決

の認定額（別表１－２の「裁決」欄の「所得金額」欄）と、昭和６２年９月期及び昭和６３年９

月期につき本件各更正処分の認定額（別表１－２の「更正処分等」欄の「所得金額」欄）と、そ

れぞれ一致する。 

２ 原告Ｂの納付すべき税額 

(1) 昭和６１年９月期 

ア 所得金額に対する法人税額 １億２３４８万１４１７円 

 原告Ｂの昭和６１年９月期の所得金額は、上記１(13)のとおり２億８７４４万９９４９円で

あるから、国税通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り捨てた金額２億

８７４４万９０００円に法人税法６６条１項及び２項並びに租税特別措置法４２条１項に規

定する税率を乗じて計算する（すなわち、年８００万円以下の金額に税率１００分の３１を乗

じて計算した金額に、年８００万円を超過した金額に１００分の４３．３を乗じて計算した金

額を加算する。）と、上記所得金額に対する法人税額は１億２３４８万１４１７円である（別

表１－２「裁決」欄の「法人税額」欄）。 

イ 課税留保金額 ３６４１万１０００円 

 原告Ｂは、法人税法２条１０号に規定する同族会社に該当するから、同法６７条１項の規定

により留保金額に対して法人税が課税されることとなるところ、昭和６１年９月期の所得金額

のうち、同条３項に基づき、留保された金額を基礎として、当該事業年度の法人税等の増加額

を調整して計算すると、課税留保金額は３６４１万１０００円となる（別表１－２「裁決」欄

の「留保金」欄の「課税留保金額」欄）。 

ウ 課税留保金額に対する税額 ３９６万１６５０円 

 上記イの課税留保金額３６４１万１０００円に対する法人税額は、法人税法６７条１項の規

定により計算する（すなわち、年３０００万円以下の金額に税率１００分の１０を乗じて計算

した金額に、年３０００万円を超え１億円以下の金額に税率１００分の１５を乗じて計算した

金額を加算する。）と、３９６万１６５０円となる（別表１－２「裁決」欄の「留保金」欄の

「同上に対する税額」欄）。 

エ 控除所得税額等 ３４万３２７８円 

 原告Ｂが、昭和６１年９月期の法人税の確定申告書に記載した所得税の額である（別表１－

２「裁決」欄の「控除所得税額等」欄）。 

オ 納付すべき税額 １億２７０９万９７００円 

 原告Ｂの昭和６１年９月期の納付すべき税額は、上記アの所得金額に対する法人税額１億２

３４８万１４１７円に、上記ウの課税留保金額に対する税額３９６万１６５０円を加算した金
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額から、上記エの控除所得税額等を控除した金額１億２７０９万９７００円である（別表１－

２「裁決」欄の「納付すべき税額」欄）。 

(2) 昭和６２年９月期 

ア 所得金額に対する法人税額 ９５１５万４９００円 

 原告Ｂの昭和６２年９月期の所得金額は、前記１(13)のとおり２億２８８４万５０６２円で

あるから、国税通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り捨てた金額２億

２８８４万５０００円に法人税法６６条１項及び２項に規定する税率を乗じて計算する（すな

わち、年８００万円以下の金額に税率１００分の３０を乗じて計算した金額に、年８００万円

を超過した金額に１００分の４２を乗じて計算した金額を加算する。）と、上記所得金額に対

する法人税額は９５１５万４９００円である（別表１－２「更正処分等」欄の「法人税額」欄）。 

イ 課税留保金額 ３８２５万９０００円 

 原告Ｂは、法人税法２条１０号に規定する同族会社に該当するから、同法６７条１項の規定

により留保金額に対して法人税が課税されることとなるところ、昭和６２年９月期の所得金額

のうち、同条３項に基づき、留保された金額を基礎として、当該事業年度の法人税等の増加額

を調整して計算すると、課税留保金額は３８２５万９０００円となる（別表１－２「更正処分

等」欄の「留保金」欄の「課税留保金額」欄）。 

ウ 課税留保金額に対する税額 ４２３万８８５０円 

 上記イの課税留保金額３８２５万９０００円に対する法人税額は、法人税法６７条１項の規

定により計算する（すなわち、年３０００万円以下の金額に税率１００分の１０を乗じて計算

した金額に、年３０００万円を超え１億円以下の金額に税率１００分の１５を乗じて計算した

金額を加算する。）と、４２３万８８５０円となる（別表１－２「更正処分等」欄の「留保金」

欄の「同上に対する税額」欄）。 

エ 控除所得税額等 １０６万９４２９円 

 原告Ｂが、昭和６２年９月期の法人税の確定申告書に記載した所得税の額である（別表１－

２「更正処分等」欄の「控除所得税額等」欄）。 

オ 納付すべき税額 ９８３２万４３００円 

 原告Ｂの昭和６２年９月期の納付すべき税額は、上記アの所得金額に対する法人税額９５１

５万４９００円に、上記ウの課税留保金額に対する税額４２３万８８５０円を加算した金額か

ら、上記エの控除所得税額等を控除した金額９８３２万４３００円である（別表１－２「更正

処分等」欄の「納付すべき税額」欄）。 

(3) 昭和６３年９月期 

ア 所得金額に対する法人税額 １億３９０３万４４００円 

 原告Ｂの昭和６３年９月期の所得金額は、前記１(13)のとおり３億３３３２万００８１円で

あるから、国税通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り捨てた金額３億

３３３２万００００円に法人税法６６条１項及び２項に規定する税率を乗じて計算する（すな

わち、年８００万円以下の金額に税率１００分の３０を乗じて計算した金額に、年８００万円

を超過した金額に１００分の４２を乗じて計算した金額を加算する。）と、上記所得金額に対

する法人税額は１億３９０３万４４００円である（別表１－２「更正処分等」欄の「法人税額」

欄）。 

イ 課税留保金額 ５４８９万円 
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 原告Ｂは、法人税法２条１０号に規定する同族会社に該当するから、同法６７条１項の規定

により留保金額に対して法人税が課税されることとなるところ、昭和６３年９月期の所得金額

のうち、同条３項に基づき、留保された金額を基礎として、当該事業年度の法人税等の増加額

を調整して計算すると、課税留保金額は５４８９万円となる（別表１－２「更正処分等」欄の

「留保金」欄の「課税留保金額」欄）。 

ウ 課税留保金額に対する税額 ６７３万３５００円 

 上記エの課税留保金額５４８９万円に対する法人税額は、法人税法６７条１項の規定により

計算する（すなわち、年３０００万円以下の金額に税率１００分の１０を乗じて計算した金額

に、年３０００万円を超え１億円以下の金額に税率１００分の１５を乗じて計算した金額を加

算する。）と、６７３万３５００円となる（別表１－２「更正処分等」欄の「留保金」欄の「同

上に対する税額」欄）。 

エ 控除所得税額等 ５７万８１３１円 

 原告Ｂが、昭和６３年９月期の法人税の確定申告書に記載した所得税の額である（別表１－

２「更正処分等」欄の「控除所得税額等」欄）。 

オ 納付すべき税額 １億４５１８万９７００円 

 原告Ｂの昭和６３年９月期の納付すべき税額は、上記アの所得金額に対する法人税額１億３

９０３万４４００円に、上記ウの課税留保金額に対する税額６７３万３５００円を加算した金

額から、上記エの控除所得税額等を控除した金額１億４５１８万９７００円である（別表１－

２「更正処分等」欄の「納付すべき税額」欄）。 

第３ 原告Ａに対する重加算税賦課決定処分の根拠 

１ 昭和６１年３月期 

 更正処分による納付すべき税額１億１８６９万７６００円（別表１－１「更正処分等」欄の「納

付すべき税額」欄）から、確定申告による納付すべき税額２８９万５８００円（別表１－１「確定

申告」欄の「納付すべき税額」欄）を控除した金額１億１５８０万１８００円（ただし、国税通則

法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた金額）に１００分の３０の割合（昭和

６２年法律第９６号による改正前の国税通則法６８条１項の規定する割合。昭和６２年３月期及び

昭和６１年９月期において同じ。）を乗じて計算した３４７４万円となる（別表１－１「更正処分

等」欄の「重加算税の額」欄）。 

２ 昭和６２年３月期 

 更正処分による納付すべき税額１億２６２５万４４００円（別表１－１「更正処分等」欄の「納

付すべき税額」欄）から、確定申告による納付すべき税額４０４万８１００円（別表１－１「確定

申告」欄の「納付すべき税額」欄）を控除した金額１億２２２０万６３００円（ただし、国税通則

法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた金額）に１００分の３０の割合を乗じ

て計算した３６６６万円となる（別表１－１「更正処分等」欄の「重加算税の額」欄）。 

３ 昭和６３年３月期 

 更正処分による納付すべき税額２億２１２４万７５００円（別表１－１「更正処分等」欄の「納

付すべき税額」欄）から、確定申告による納付すべき税額２７１８万４３００円（別表１－１「確

定申告」欄の「納付すべき税額」欄）を控除した金額１億９４０６万３２００円（ただし、国税通

則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた金額）に１００分の３５の割合を乗

じて計算した６７９２万１０００円となる（別表１－１「更正処分等」欄の「重加算税の額」欄）。 
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４ 平成元年３月期 

 更正処分による納付すべき税額４２５９万７４００円（別表１－１「更正処分等」欄の「納付す

べき税額」欄）から、確定申告による納付すべき税額７８１万９５００円（別表１－１「確定申告」

欄の「納付すべき税額」欄）を控除した金額３４７７万７９００円（ただし、国税通則法１１８条

３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた金額）に１００分の３５の割合を乗じて計算した

１２１６万９５００円となる（別表１－１「更正処分等」欄の「重加算税の額」欄）。 

第５ 原告Ｂに対する重加算税賦課決定処分の根拠 

１ 昭和６１年９月期 

 更正処分による納付すべき税額１億２７０９万９７００円（別表１－２「裁決」欄の「納付すべ

き税額」欄）から、確定申告による納付すべき税額３３９万６７００円（別表１－２「確定申告」

欄の「納付すべき税額」欄）を控除した金額１億２３７０万３０００円（ただし、国税通則法１１

８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた金額）に１００分の３０の割合を乗じて計算

した３７１１万円となる（別表１－２「裁決」欄の「重加算税の額」欄）。 

２ 昭和６２年９月期 

 更正処分による納付すべき税額９８３２万４３００円（別表１－２「更正処分等」欄の「納付す

べき税額」欄）から、確定申告による納付すべき税額３１３万８６００円（別表１－２「確定申告」

欄の「納付すべき税額」欄）を控除した金額９５１８万５７００円（ただし、国税通則法１１８条

３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた金額）に１００分の３５の割合を乗じて計算した

３３３１万３０００円となる（別表１－１「更正処分等」欄の「重加算税の額」欄）。 

３ 昭和６３年９月期 

 更正処分による納付すべき税額１億４５１８万９７００円（別表１－２「更正処分等」欄の「納

付すべき税額」欄）から、確定申告による納付すべき税額１３９１万７８００円（別表１－２「確

定申告」欄の「納付すべき税額」欄）を控除した金額１億３１２７万１９００円（ただし、国税通

則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた金額）に１００分の３５の割合を乗

じて計算した４５９４万４５００円となる（別表１－２「更正処分等」欄の「重加算税の額」欄）。 
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別表２－１～７ 省略 


